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第 1章 調査の内容                              

 
１）調査の目的 

平成 18 年 3 月に策定した「宮城県循環型社会形成推進計画」の進捗状況及び産業廃棄物

等に関する県の関連施策の実施状況の確認を行うため、必要な基礎的情報の収集等を目的と

した。 
また、循環型社会形成に向けた取り組みを整理するために、宮城県における物質循環・消

費・廃棄物等の現状の把握を目的とした。 
 
２）調査の内容 

(1)産業廃棄物に関する調査 

 「産業廃棄物排出・処理実態調査指針」（平成 10 年 9 月 22 日付け衛産 40 号厚生省生活衛

生局水道環境部産業廃棄物対策室長通知）を踏まえ、平成 19 年度における宮城県内の産業

廃棄物の発生量、処理・処分量等に関する実態を把握し、過去からの廃棄物の推移及び社会・

経済的な現状と動向を踏まえた将来見込みの推計を行った。 
(2)一般廃棄物に関する調査 

 一般廃棄物実態調査、ごみ処理広域化計画、分別収集計画等の既存資料をもとに、宮城県

における一般廃棄物の発生量、処理・処分量等に関する実態把握し、過去からの廃棄物の推

移及び社会・経済的な現状と動向を踏まえて将来見込みの推計を行った。 
(3)物質フローに関する調査 

 天然資源等の投入及び消費、エネルギー消費等の既存資料をもとに、宮城県における物資

循環、消費、廃棄等に関する実態把握を行った。 
 
３）調査対象廃棄物 
 調査対象廃棄物は、以下のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 　　　　 ※物質フローの算出に当たっては、稲わら、もみ殻、間伐材等のバイオマス資源についても対象としている。
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第 2章 調査結果の概要                              

 
１）廃棄物の概要 
平成 19 年度に本県で排出した廃棄物量は、一般廃棄物（ごみ）が 864 千トン、産業廃棄

物が 11,172 千トンとなっている。 
一般廃棄物の排出量 864 千トンのうち、家庭系ごみが 593 千トン、事業系ごみが 271 千

トンとなっている。 
産業廃棄物の排出量 11,172 千トンを産業別にみると、２次産業（製造業）及び３次産業（下

水道業）からの汚泥の排出が最も多く、次いで、１次産業（農業）からの家畜ふん尿、２次

産業（建設業）からのがれき類等となっている。 
廃棄物の排出量は、平成 15 年度と比較して、ごみ及び産業廃棄物ともやや減少している。 
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図 1 宮城県の廃棄物の排出量 
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２）産業廃棄物の概要 
平成19年度の1年間に県内で発生した産業廃棄物の排出量は11,172千トンとなっている。 
排出量 11,172 千トンのうち、96.9％に当たる 10,830 千トンが排出事業者又は産業廃棄物

処理業者で中間処理が行われており、この中間処理により 7,615 千トン（68.2％）が減量し

ている。再生利用量は、排出量の 29.9％に当たる 3,344 千トンとなっている。 
直接最終処分量（86 千トン）と中間処理後の最終処分量（125 千トン）を合わせた最終処

分量は 211 千トンで、排出量の 1.9％となっている。 
 
 

発生量 有償物量 資源化量

11,404 232 3,576
<12,172> <160> <3,791>

直接再生利用量 再生利用量

255 3,344
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減量化量 125
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<8,065>
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86 211
< >内はH15年度値 (0.8%) (1.9%)
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図 2 産業廃棄物の排出・処理の概要 
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３）一般廃棄物の概要 

平成 19 年度における一般廃棄物（ごみ）の排出量は 864 千トンとなっている。 
排出量 864 千トンのうち、98％に当たる 849 千トンが焼却、破砕、選別等の中間処理が行

われており、この中間処理により 647 千トン（75％）が減量している。再生利用量は、排出

量の 12％に当たる 103 千トンとなっている。また、集団回収量 51 千トンと再生利用量 103
千トンを合わせた資源化量は 154 千トンとなっており、発生量に対する資源化率は 16.8％と

なっている。直接最終処分量（9 千トン）と中間処理後の最終処分量（105 千トン）を合わ

せた最終処分量は 114 千トンで、排出量の 13％となっている。 
 
 

発生量 集団回収量 資源化量
915 51 154
＜1,010＞ ＜51＞ ＜185＞

直接再生利用量 再生利用量
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647 （12％）

自家処理量：0 （75％） ＜123＞
＜0＞ ＜681＞
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9 114
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図 3 一般廃棄物（ごみ）の排出・処理の概要 
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第 1章 産業廃棄物に関する調査の内容                     

 
第１節 調査に関する基本的事項 
１）調査対象廃棄物 

調査対象廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び同法施行令に定める以下の

産業廃棄物とした。 
なお、調査に当たっては、これらの産業廃棄物のうち、汚泥、廃油、廃プラスチック類、

がれき類については、廃棄物の性状に応じて以下に示す種類に更に区分した。 
 

調査対象廃棄物 （ ）内は、細区分。 
＜産業廃棄物＞ 
①燃え殻、②汚泥（有機性汚泥、無機性汚泥）、③廃油（一般廃油、廃溶剤、その他）、 
④廃酸、⑤廃アルカリ、⑥廃プラスチック類（廃プラスチック、廃タイヤ）、⑦紙くず、 
⑧木くず、⑨繊維くず、⑩動植物性残さ、⑪動物系固形不要物、⑫ゴムくず、⑬金属くず、⑭

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず［注、本報告書における図表では、「ガラス・

ｺﾝｸﾘｰﾄ・陶磁器くず」と略した］、⑮鉱さい、⑯がれき類（コンクリート片、廃アスファルト、

その他）、⑰ばいじん、⑱家畜ふん尿、⑲家畜の死体、⑳産業廃棄物を処分するために処理し

たもの［注、本報告書における図表では、「ｺﾝｸﾘｰﾄ固化物」と略した］ 
＜特別管理産業廃棄物＞ 
①廃油（揮発油類、灯油類、軽油類）、②廃酸（pH が 2.0 以下の廃酸）、③廃アルカリ（pH
が 12.5 以上の廃アルカリ）、④感染性廃棄物、⑤廃石綿等、⑥特定有害廃棄物（廃石綿等を除

く） 
※本報告書では、特別管理産業廃棄物を含めた結果を産業廃棄物として記載している。感染性廃棄物及び混合廃棄

物等は、前回調査との互換性を考慮し「その他産業廃棄物」と記載した。 

 
また、次に示す有償物、廃棄物等については下記の取り扱いとした。 
①法令上廃棄物とされていない有償物で今後の社会状況の変化によっては産業廃棄物とな

る可能性があるもの（具体的には、金属スクラップなど）については、今回の調査対象

に含めた。 

②紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ及び動物系固形不要物については、「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」で、産業廃棄物となる業種が指定されている。このため、

指定された業種以外の事業所から発生した紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ及

び動物系固形不要物については、事業系一般廃棄物とし、調査対象から除外した。 
③酸性又はアルカリ性を呈する排水であって、これを公共用水域へ放流することを目的と

して事業所で中和処理を行っている場合には、中和処理後に生じた汚泥（沈でん物）を

発生量とした。 
④廃棄物を自己焼却処理した後に燃え殻が発生する場合は、焼却処理前の廃棄物を発生量

とした。 
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２）調査対象業種 

調査対象業種は、日本標準産業分類（[平成 14 年 3 月改訂]総務省）に記載された分類を基

本に、産業廃棄物の発生及び処理状況の特性を勘案し表 1-1-1 に示す業種とした。なお、本

報告書では、業種の名称を一部省略して用いた。 
 

表 1-1-1 調査対象業種（その１） 
日本標準産業分類 略   称 

農業 農業 
林業 林業 
漁業 漁業 
鉱業 
＜採石業,砂・砂利・玉石採取業＞ 

鉱業 
砂利採取業 

建設業 
 総合工事業 
 職別工事業 

設備工事業 

建設業 
総合工事業 

 職別工事業 
設備工事業 

製造業 
 食料品製造業 
 飲料・たばこ・飼料製造業 
 繊維工業（衣服・その他の繊維製品を除く） 
 衣服・その他の繊維製品製造業 
  木材・木製品製造業（家具を除く） 
 家具・装備品製造業 
 パルプ・紙・紙加工品製造業 
 印刷・同関連業 
 化学工業 
 石油製品・石炭製品製造業 
 プラスチック製品製造業 
 ゴム製品製造業 
 なめし革・同製品・毛皮製造業 
 窯業・土石製品製造業 
 鉄鋼業 
 非鉄金属製造業 
 金属製品製造業 
 一般機械器具製造業 
 電気機械器具製造業 
 情報通信機械器具製造業 
 電子部品・デバイス製造業 
 輸送機械器具製造業 
 精密機械器具製造業 
 その他の製造業 

製造業 
 食料品 
  飲料・飼料 
  繊維 
  衣服 
  木材 
  家具 
  パルプ・紙 
  印刷 
  化学 
  石油・石炭 
  プラスチック 
  ゴム 
  皮革 
  窯業・土石 
  鉄鋼 
  非鉄金属 
  金属 
  一般機器 
  電気機器 
  情報通信機器 
 電子部品 
  輸送機器 
  精密機器 
  その他 

電気・ガス・熱供給・水道業 
電気業 
ガス業 
上水道業 
工業用水道業 
下水道業 

電気・水道業 
電気業 
ガス業 
上水道業 
工業用水道業 
下水道業 

情報通信業 
 ＜新聞業＞ 

＜出版業＞ 

情報通信業 
 新聞業 

出版業 
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表 1-1-1 調査対象業種（その２） 
日本標準産業分類 略   称 

運輸業 
 鉄道業 
 道路旅客運送業 
 道路貨物運送業 
 上記以外の運輸業 

運輸業 
 鉄道業 
 道路旅客運送業 
 道路貨物運送業 
上記以外の運輸業 

卸売・小売業 
各種商品卸売業 
建設材料，鉱物・金属材料卸売業 
機械器具卸売業 
各種商品小売業 
＜自動車小売業＞ 

 家具・じゅう器・機械器具小売業 
＜燃料小売業＞ 
上記以外の卸売・小売業 

卸・小売業 
各種商品卸売業 
建設材料等卸売業 
機械器具卸売業 
各種商品小売業 
自動車小売業 

 機械器具等小売業 
燃料小売業 
上記以外の卸売・小売業 

金融・保険業 金融・保険業 
飲食店，宿泊業 
 一般飲食店 

宿泊業 

飲食店・宿泊業 
一般飲食店 
宿泊業 

医療，福祉 
 医療業 

＜老人福祉・介護事業＞ 

医療・福祉 
 医療業 

老人福祉事業 
サービス業 
 ＜獣医業＞ 

＜写真業＞ 
 学術・開発研究機関 

＜洗濯業＞ 
 ＜産業廃棄物処分業＞ 

自動車整備業 
物品賃貸業 
＜と畜場＞ 
上記以外のサービス業 

サービス業 
 獣医業 

写真業 
 学術研究機関 

洗濯業 
 産業廃棄物処分業 

自動車整備業 
物品賃貸業 
と畜場 
上記以外のサービス業 

注１）＜＞で表示されているのは、業種小・細分類。 
注２）業種大分類で調査対象業種になっていても県内に調査対象となる規模の事業所が無い場合は、記載してい

ない。 
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３）調査対象地域 

調査対象区域は、県全域とし、本調査においては、表 1-1-2 に示す構成市町村により 8 区

分した。 
 

表 1-1-2 調査対象地域の区分 
地域名 構成市町村 

仙南地域 白石市、角田市、蔵王町、七ヶ宿町、大河原町、村田町、柴田町、 
川崎町、丸森町 

仙台周辺地域 塩竈市、名取市、多賀城市、岩沼市、亘理町、山元町、松島町、 

七ヶ浜町、利府町、大和町、大郷町、富谷町、大衡村 

大崎地域 大崎市、色麻町、加美町、涌谷町、美里町 

栗原地域 栗原市 

登米地域 登米市 

石巻地域 石巻市、東松島市、女川町 

気仙沼・本吉地域 気仙沼市、本吉町、南三陸町 

仙台市域 仙台市 

 

 

第２節 調査の方法 
調査は、郵送によるアンケート調査と県保有の既存資料等により行い、回答を得た産業廃

棄物の発生及び処理状況に関する内容と産業廃棄物の発生量に関連した指標（製造品出荷額

等）を基に、県内の産業廃棄物の総発生量等を推定した。 

 
１）業種別の調査方法及び標本抽出内容 

本調査においては、発生業種の特性等を勘案し、各業種毎に次に示す調査方法を基本とし

た。アンケート調査の対象事業所は、平成 18 年事業所・企業統計名簿を基本に抽出を行っ

た。 
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表 1-1-3 業種別の調査方法及び標本抽出内容 
調査方法 

業種 全数 

調査 

標本 

調査 

資料 

調査 

標本抽出内容及び備考 

農業   ○ 
・宮城県畜産統計、園芸用ガラス室・ハウス等の設置状況

調査結果より資料調査を行った。 
林業  ○  ・従業者 5 人以上全数 
漁業  ○  ・従業者 5 人以上全数 
鉱業  ○  ・従業者 5 人以上全数 

建設業  ○  

・資本金 3 千万円以上を全数 
・総合工事業で資本金 1 千～3 千万円未満を無作為抽出 
・県外に本社を有する企業については、日本建設業団体連

合会及び日本土木工業協会の名簿から抽出 
・解体業は宮城県解体工事業協同組合の名簿から抽出 

製造業  ○  ・従業者 30 人以上全数、30 人未満無作為 

電気・水道業 ○   

・発電所や下水処理場等を全数抽出し、すべての施設より

回答を得た。よって、活動量指標を用いた原単位による

推計は行わず、アンケートで集計した発生量及び処理状

況の実績量をそのまま用いた。 
情報通信業  〇  ・従業者 30 人以上全数、30 人未満無作為 
運輸業  ○  ・従業者 50 人以上全数、50 人未満無作為. 
卸・小売業  〇  ・従業者 50 人以上全数、50 人未満無作為 
金融・保険業  ○  ・従業者 50 人以上全数、50 人未満無作為 
飲食店・宿泊業  ○  ・従業者 50 人以上全数、50 人未満無作為 

医療・福祉  ○  
・従業者 30 人以上全数、30 人未満無作為 
・病院は医療機関名簿から全数抽出 

サービス業  ○  
・従業者 50 人以上全数、50 人未満無作為 
・産業廃棄物処分業者は県及び仙台市の産業廃棄物処理業

者名簿から全数抽出 
注１）全数調査とは、産業廃棄物の発生量及び処理状況の実態をより正確に把握するために特定の業種及び事業

所等に対して、その発生量及び処理状況の実績量を把握する方法。 
注２）標本調査とは、標本調査対象業種に分類される事業所から一部の調査事業所を抽出し、抽出された排出事

業所からのアンケート調査結果に基づいて産業廃棄物の実態を把握する方法。 
注３）資料調査とは、関係部局等が調査した資料を用いて発生量等の実績量を把握する方法。 
 
 
２）アンケート調査項目 

調査票の項目は、活動量指標値と廃棄物の発生及び処理状況に関する項目とし、調査票の

形式は、産業廃棄物の発生及び処理状況の特性を考慮し、①建設業、②製造業等、③運輸業、

卸・小売業、サービス業のうち自動車等の整備を行う業種、④医療・福祉、⑤卸・小売業、

飲食店・宿泊業、サービス業等で産業廃棄物の発生の少ない業種、⑥産業廃棄物処分業の 6
種類とした。 
調査票の項目及び形式の詳細は、本報告書の調査票一式を参照。 
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３）標本調査における廃棄物量等の推計方法 

県内で発生する産業廃棄物の発生量及び処理量は、以下に示す方法で行った。 
 

発生原単位の作成と調査対象全体の発生量の推定方法 
①発生原単位の算出 
 発生原単位は、アンケート調査等によって得られた標本の業種別、産業廃棄物の種類別の

集計産業廃棄物発生量と、業種別の集計活動量指標から、Ａ式により活動量指標単位当たり

の産業廃棄物発生量（発生原単位）を算出した。業種別の活動量指標は、表 1-1-4 のとおり

である。 
②調査対象全体の発生量の推定方法 
 ①で算出された発生原単位と、業種別の調査対象全体（母集団）における調査当該年度の

活動量指標を用いて、Ｂ式によって調査対象全体の産業廃棄物の発生量を推計した。 
 発生原単位の算出Ａ式 α＝Ｗ／Ｏ 
   α ：産業廃棄物の発生原単位 
    Ｗ ：標本に基づく集計産業廃棄物発生量 
   Ｏ ：標本に基づく集計活動量指標 

 調査対象全体の発生量の推定方法Ｂ式 Ｗ'=α×Ｏ'  
   Ｗ' ：調査当該年度の推計産業廃棄物発生量 
   Ｏ' ：調査当該年度の母集団の活動量指標 
 

再生利用量、最終処分量等の処理量の推計方法 
①業種別、種類別に産業廃棄物の流れ図のバランスシートを作成 
 再生利用量、最終処分量等の処理量の推計に当たっては、アンケート調査によって得られ

た標本を業種別、産業廃棄物の種類別に図 1-1-1（各項目の定義は表 1-1-５）に示した流れ図

で集計し、各々のバランスシート（発生量に対する各処理項目の比率）を作成した。 
②拡大推計 
 前項で推計された業種別、種類別の発生量に、①で求めたバランスシートを乗じて業種別、

種類別の処理量を推計した。 
③産業廃棄物処理業者処理実績報告書との検証、補正 
 ②で推計された処理量については、「推計された委託中間処理量、委託中間処理後の処理量、

最終処分量」と「処理業者の処理実績の受託量（平成 19 年度実績）」との突合せを行い、両

者に差異が認められた内容については、バランスシートの修正を行い、推計値の補正を行っ

た。 
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 (A)         (B)      (S)

(E1)  (R)

　　　(G1)

(C)           (D)      (E)           (I)

     (F)   　 (H)        (J)

   

        (G)
            

       (K)

Ｇ１：自己未処理自己再生利用量
Ｇ２：自己最終処分量
Ｇ３：委託中間処理量
Ｇ４：委託直接最終処分量
Ｇ５：その他量

        (L)      (M)       (M1)

   (N) 　　　 (M2)

(T)         (O)         (P)      (Q)

発生量 有償物量

排出量
自己中間
処理量

自己中間
処理後量

自己減量
化量

自己中間
処理後再
生利用量

再生利用
量

搬出量

委託中間
処理後再
生利用量

委託中間
処理後最
終処分量

自己最終
処分量

その他量

委託処理
量

自己未処
理量

減量化量
委託直接
最終処分
量

委託減量
化量

最終処分
量

資源化量

委託中間
処理量

委託中間
処理後量

委託最終
処分量

自己未処理自己
再生利用量

表 1-1-4 業種別の活動量指標 
産業分類 活動量指標等 出典 

林業 
漁業 
鉱業 

従業者数 事業所・企業統計調査報告（総務省統計局） 

建設業 元請完成工事高 建設工事施工統計調査報告（国土交通省建設調査統計課）

製造業 製造品出荷額等 宮城県の工業（宮城県企画部統計課） 
情報通信業 
運輸業 
卸・小売業 
金融・保険業 
飲食店・宿泊業 

従業者数 事業所・企業統計調査報告（総務省統計局） 

医療・福祉 従業者数 事業所・企業統計調査報告（総務省統計局） 
サービス業 従業者数 事業所・企業統計調査報告（総務省統計局） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1-1 発生量及び処理状況の流れ図 
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表 1-1-5 発生量及び処理状況の流れ図の項目に関する用語の定義 
項  目 定        義 

(A)発生量 事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有償物量 

(B)有償物量 (A)の発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却

した量 
(C)排出量   (A)の発生量のうち、(B)の有償物量を除いた量 

(D)自己中間処理量 (C)の排出量のうち、自ら中間処理した廃棄物量で処理前の量 

(G)自己未処理量 (C)の排出量のうち、自己中間処理されなかった量 

(G1)自己未処理自己再生利用量 (G)の自己未処理量のうち、他者に有償売却できないものを自ら利

用した量 
(G2)自己最終処分量 (I)の自己最終処分量のうち、自己未処理で自己最終処分された量

(G3)委託中間処理量 (L)の委託中間処理量のうち、自己未処理で委託中間処理された量

(G4)委託直接最終処分量 (O)の委託直接最終処分量のうち、自己未処理で委託直接最終処分

された量 

 

(G5)その他量 (J)のその他量のうち、自己未処理でその他となった量。 

(E)自己中間処理後量 (D)で中間処理された後の廃棄物量 

 (E1)自己中間処理後再生利用量 (E)の自己中間処理後量のうち、自ら利用しまたは他者に有償で売

却した量 
(F)自己減量化量 (D)の自己中間処理量から(E)の自己中間処理後量を差し引いた量 

(H)搬出量 (I)の自己最終処分、(J)のその他、(K)の委託処理量の合計 

(I)自己最終処分量 自己の埋立地に処分した量 

(J)その他量 保管されている量、または、それ以外の量 

(K)委託処理量 中間処理及び最終処分を委託した量 

(L)委託中間処理量 (K)の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量 

(O)委託直接最終処分量 (K)の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることなく最

終処分された量 
(M)委託中間処理後量 (L)で中間処理された後の廃棄物量 

(N)委託減量化量 (L)の委託中間処理量から(M)の委託中間処理後量を差し引いた量 

(M1)委託中間処理後再生利用量 (M)の委託中間処理後量のうち、処理業者等で自ら利用しまたは他

者に有償で売却した量 
(M2)委託中間処理後最終処分量 (M)の委託中間処理後量のうち、最終処分された量 

(P)委託最終処分量 処理業者等で最終処分された量 

(Q)最終処分量 排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計 

(R)再生利用量 排出事業者または、処理業者等で再生利用された量 

(S)資源化量 (B)の有償物量と(R)の再生利用量の合計 

(T)減量化量 排出事業者または、処理業者等の中間処理により減量された量 
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４）各種データのとりまとめについて 
(1)産業廃棄物の種類の区分について 

発生時の廃棄物の種類に対し、中間処理により廃棄物の種類が変化する場合がある。 
そのため、本報告書では、産業廃棄物の種類を次に示す３段階で設定した。 
本報告書における廃棄物の種類別の記載の中で、各段階における種類を中間処理後の変化

した種類で集計した場合には「種類別：変換」と表記し、変化する前（発生時）の種類で集

計した場合には「種類別：無変換」と表記した。 

 
(2)建設業の地域区分について 

建設業は他の業種と違い、事業所のある場所が廃棄物の発生場所ではなく、工事現場が廃

棄物の発生場所となっている。そのため、本報告書では、産業廃棄物の発生量及び処理・処

分量について、建設業の全体量を地域別の人口数で按分することにより、各地域別の量を算

出した。 
 
(3)単位と数値に関する処理 

①単位に関する表示 
本報告書の調査結果表においては、すべて１年間の量であることを明らかにするため、図

表の単位は「千 t/年」で表示しているが、文章中においては、原則として「千トン」で記述

している。 
 
②報告書の図表及び統計表における数値の処理 
本報告書に記載されている千トン表示及び構成比（％）の数値は、四捨五入しているため

に、総数と個々の合計とは一致しないものがある。 
なお、表中の空欄は該当値がないもの、「0」表示は 500t/年未満であることを示している。 

１段階 発生時点の種類 

２段階 
排出事業者の中間処理により、変化した処理後の種類。 
 例；木くず→（焼却）→［燃え殻］ 
注）１段階時点の種類と事業者の中間処理方法を用いて推定した。 

３段階 
委託中間処理により、変化した処理後の種類。 
例；廃酸→（中和）→［汚泥］ 

注）２段階時点の種類と委託中間処理方法を用いて推定した。 
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第３節 標本抽出・回収結果 
宮城県内に所在する総事業所 109,589 件（平成 18 年企業・事業所統計調査報告）のうち、

調査対象業種及び地域特性等を考慮し、10,056 件を抽出し、アンケート調査を実施した。 
回収された調査票は 5,061（回収率 50.3％）である。このうち、廃業及び休業（建設業に

おいては、元請工事がない場合）している事業所の調査票等を除いた有効調査票は 4,474 件

である。 
アンケート調査及び資料調査で集計された廃棄物量は 10,234 千トンであり、原単位法に

より推計された総廃棄物量は 11,404 千トンとなっている。 
 
 

標本抽出・回収結果 
〇県内の総事業所数      ：109,589 事業所 
〇調査対象事業所数      ：108,371 事業所 
〇アンケート送付事業所数   ： 10,056 事業所 
〇回収事業所数        ：  5,061 事業所 
〇回収率           ：   50.3％ 
〇有効回答数         ：  4,474 事業所 
〇廃棄物量の捕捉率      ：   89.7％ 
 
※表 1-1-6 の用語の解説 
(A)調査対象事業所数：調査対象とした業種の県内全体の事業所数 

(B)抽出事業所数  ：調査対象事業所よりアンケート対象として抽出した事業所数 

(D)回収事業所数  ：アンケート調査票を送付し調査票が回収（返送）された事業所数 

(F)有効調査票   ：事業所の転・廃業、又は建設業において「県内元請工事無し」などの理由 

           により無効となった調査票を除いた数 

(G)集計活動量指標 ：有効調査票より整備入力した各業種の活動量指標の集計量 

(H)母集団活動量指標：各業種の活動量指標値（県全体） 

(I)集計廃棄物量   ：有効調査票より整備入力した各業種の発生廃棄物の集計量 

(J)推計廃棄物量    ：発生原単位の作成と調査対象全体の発生量の推計方法に基づき推計した 

           各業種の発生廃棄物の推計量 

(L)廃棄物量の捕捉率：推計した廃棄物量に対する有効調査票による集計量の割合 
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表 1-1-6 標本抽出・回収結果 

合計 108,371 10,056 9.3% 5,061 50.3% 4,474 - - - 10,234 11,404 89.7%

農業 350 - - - - - - - - 2,001 2,001 100.0%

林業 61 27 44.3% 15 55.6% 15 140 513 27.3% 0 0 27.3%

漁業 102 79 77.5% 41 51.9% 38 912 1,739 52.4% 0 0 52.4%

鉱業 62 47 75.8% 29 61.7% 25 297 610 48.7% 248 517 47.9%

建設業 11,237 1,289 11.5% 723 56.1% 556 51,818,686 72,887,600 71.1% 997 1,493 66.8%

製造業 6,136 2,579 42.0% 1,202 46.6% 1,109 219,757,473 359,267,746 61.2% 5,445 5,761 94.5%

食料品 1,296 529 40.8% 222 42.0% 205 27,189,505 60,140,304 45.2% 96 201 47.9%

飲料・飼料 133 59 44.4% 35 59.3% 34 15,239,296 16,243,949 93.8% 71 76 93.8%

繊維 41 21 51.2% 9 42.9% 7 106,744 172,270 62.0% 0 0 62.0%

衣服 305 194 63.6% 74 38.1% 64 1,337,147 2,804,045 47.7% 1 2 47.7%

木材 259 100 38.6% 46 46.0% 43 4,893,894 7,804,092 62.7% 100 134 74.2%

家具 397 50 12.6% 17 34.0% 17 504,096 1,242,010 40.6% 1 2 92.9%

パルプ・紙 146 83 56.8% 37 44.6% 33 18,054,590 20,737,528 87.1% 4,856 4,859 99.9%

印刷 578 183 31.7% 87 47.5% 78 5,952,582 13,210,793 45.1% 8 22 36.2%

化学 73 37 50.7% 26 70.3% 24 5,423,811 8,553,843 63.4% 9 10 85.0%

石油・石炭 23 16 69.6% 12 75.0% 10 3,080,714 3,568,529 86.3% 10 11 86.3%

プラスチック 183 93 50.8% 40 43.0% 37 4,312,604 9,581,618 45.0% 5 10 45.0%

ゴム 44 33 75.0% 20 60.6% 19 5,550,098 6,902,712 80.4% 13 16 81.1%

皮革 18 8 44.4% 3 37.5% 3 168,224 245,808 68.4% 0 0 68.4%

窯業・土石 257 130 50.6% 90 69.2% 80 6,783,976 10,535,804 64.4% 67 104 64.4%

鉄鋼 58 29 50.0% 19 65.5% 18 12,687,277 22,011,193 57.6% 47 82 57.6%

非鉄金属 50 40 80.0% 23 57.5% 22 7,023,998 10,838,160 64.8% 6 9 64.9%

金属 530 182 34.3% 79 43.4% 73 13,421,999 18,293,629 73.4% 83 113 73.4%

一般機器 504 199 39.5% 89 44.7% 87 14,728,303 28,345,808 52.0% 9 17 52.0%

電気機器 203 111 54.7% 59 53.2% 55 19,282,403 27,381,992 70.4% 6 8 70.4%

情報通信機器 84 66 78.6% 28 42.4% 25 2,619,336 13,511,139 19.4% 2 8 27.2%

電子部品 233 173 74.2% 90 52.0% 84 26,704,243 47,384,954 56.4% 19 34 56.3%

輸送機器 196 97 49.5% 44 45.4% 40 16,490,581 19,386,571 85.1% 28 33 85.1%

精密機器 80 61 76.3% 24 39.3% 23 5,702,369 6,162,754 92.5% 4 5 92.5%

その他 445 85 19.1% 29 34.1% 28 2,499,683 4,208,241 59.4% 5 5 91.3%

電気・水道業 107 107 100.0% 106 99.1% 101 - - - 1,475 1,475 100.0%

電気業 6 6 100.0% 6 100.0% 6 - - - 15 15 100.0%

ガス業 3 3 100.0% 2 66.7% 2 80 140 57.1% 0 0 57.1%

上水道業 49 49 100.0% 49 100.0% 48 - - - 108 108 100.0%

工業用水道業 2 2 100.0% 2 100.0% 1 - - - 0 0 100.0%

下水道業 47 47 100.0% 47 100.0% 44 - - - 1,352 1,352 100.0%

情報通信業 948 87 9.2% 43 49.4% 43 7,867 20,764 37.9% 5 5 94.9%

運輸業 2,816 850 30.2% 449 52.8% 406 22,310 60,605 36.8% 6 16 34.7%

鉄道業 98 22 22.4% 14 63.6% 12 1,824 4,801 38.0% 1 2 38.0%

道路旅客運送業 730 151 20.7% 81 53.6% 78 5,171 13,347 38.7% 0 1 38.7%

道路貨物運送業 1,499 551 36.8% 288 52.3% 253 13,096 34,871 37.6% 3 8 37.5%

上記以外の運輸業 489 126 25.8% 66 52.4% 63 2,219 7,586 29.3% 2 6 29.3%

卸・小売業 32,305 1,614 5.0% 680 42.1% 602 33,942 253,555 13.4% 31 67 46.4%

各種商品卸売業 29 11 37.9% 6 54.5% 6 176 415 42.4% 0 0 42.4%

建築材料等卸売業 1,832 145 7.9% 76 52.4% 68 2,554 15,851 16.1% 12 16 78.3%

機械器具卸売業 2,436 199 8.2% 103 51.8% 101 6,152 24,690 24.9% 7 10 73.2%

各種商品小売業 95 69 72.6% 27 39.1% 23 6,017 11,568 52.0% 2 4 52.0%

自動車小売業 1,628 219 13.5% 95 43.4% 82 2,190 12,180 18.0% 4 17 22.8%

機械器具等小売業 2,027 100 4.9% 40 40.0% 29 976 9,617 10.1% 2 3 48.5%

燃料小売業 1,438 277 19.3% 100 36.1% 82 951 9,323 10.2% 1 5 12.8%

上記以外の卸・小売業 22,820 594 2.6% 233 39.2% 211 14,926 169,911 8.8% 3 12 25.7%

金融・保険業 1,625 173 10.6% 66 38.2% 50 6,954 24,595 28.3% 0 0 28.3%

飲食店, 宿泊業 13,242 849 6.4% 274 32.3% 194 6,278 82,848 7.6% 3 14 20.8%

(L)
補足率

(J)÷(K)

(G)
集計

活動量指標

(H)
母集団の

活動量指標

(I)
指標

カバー率
(G)÷(H)

(J)
集計

廃棄物量
<千㌧>

(D)
回収

事業所数

(A)
調査対象
事業所数

(B)
抽出

事業所数

(C)
抽出率

(B)÷(A)

(E)
回収率

(D)÷(B)

(F)
有効

回答数

(K)
推計

廃棄物量
<千㌧>

 
一般飲食店 11,938 620 5.2% 199 32.1% 130 1,825 67,567 2.7% 0 5 2.7%

宿泊業 1,304 229 17.6% 75 32.8% 64 4,453 15,281 29.1% 3 10 29.1%

医療・福祉 6,151 1,020 16.6% 740 72.5% 717 39,686 90,527 43.8% 12 22 54.4%

病院 164 164 100.0% 133 81.1% 130 22,030 26,321 83.7% 8 9 83.7%

一般診療所 1,279 252 19.7% 197 78.2% 192 2,754 12,840 21.4% 1 3 21.4%

上記以外の医療業 3,242 277 8.5% 183 66.1% 174 2,677 23,190 11.5% 0 2 11.5%

老人福祉事業 1,466 327 22.3% 227 69.4% 221 12,225 28,176 43.4% 3 8 43.4%

サービス業 33,229 1,335 4.0% 693 51.9% 618 30,813 245,163 12.6% 12 33 36.2%

獣医業 158 56 35.4% 27 48.2% 26 170 695 24.5% 0 0 24.5%

写真業 237 68 28.7% 35 51.5% 30 150 953 15.7% 0 0 15.7%

学術研究機関 110 32 29.1% 25 78.1% 24 2,333 4,366 53.4% 1 2 53.4%

洗濯業 1,407 85 6.0% 34 40.0% 31 885 6,849 12.9% 1 1 72.0%

自動車整備業 1,392 208 14.9% 64 30.8% 60 647 7,266 8.9% 2 10 17.9%

物品賃貸業 695 125 18.0% 42 33.6% 38 933 7,028 13.3% 2 4 48.1%

と畜場 1 1 100.0% 1 100.0% 1 28 28 100.0% 2 2 100.0%

産業廃棄物処分業 317 317 100.0% 229 72.2% 199 - - - - - -

上記以外のサービス業 28,912 443 1.5% 236 53.3% 209 25,667 217,978 11.8% 5 15 34.3%

（活動指標の内容）　　建設業：元請完成工事高等（万円）　　製造業：製造品出荷額（万円）　　その他の業種：従業者数（人）
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第 2章 調査結果の概要                            

 
第１節 排出及び処理・処分の概要 
平成19年度の1年間に県内で発生した産業廃棄物の排出量は11,172千トンとなっている。 

排出量 11,172 千トンのうち、96.9％に当たる 10,830 千トンが排出事業者又は産業廃棄物処

理業者で中間処理が行われており、この中間処理により 7,615 千トン（68.2％）が減量して

いる。再生利用量は、排出量の 29.9％に当たる 3,344 千トンとなっている。 
直接最終処分量（86 千トン）と中間処理後の最終処分量（125 千トン）を合わせた最終処

分量は 211 千トンで、排出量の 1.9％となっている。 
過去からの推移をみると、減量化量は増加し、再生利用量、最終処分量は減少となってい

る。 

発生量 有償物量 資源化量

11,404 232 3,576
<12,172> <160> <3,791>

直接再生利用量 再生利用量

255 3,344

(2.3%) (29.9%)

排出量 <285> 1 <3,631>

11,172

(100%) 処理後再生利用量

<12,013> 中間処理量 処理残さ量 3,089

10,830 3,214 (27.7%)

(96.9%) (28.8%)
<11,613> 処理後最終処分量

減量化量 125

1 7,615 (1.1%)

(68.2%)
<8,065>

直接最終処分量 最終処分量

86 211
< >内はH15年度値 (0.8%) (1.9%)
（単位：千t/年） <112> <306>

保管等：

保管等：

 
図 1-2-1 産業廃棄物の排出・処理の概要 

 
 

表 1-2-1 産業廃棄物の排出・処理量の推移 
（単位：千t／年）

10,883 （100％） 12,013 （100％） 11,172 （100％）

再生利用量 2,698 （24.8％） 3,631 （30.2％） 3,344 （29.9％）

減量化量 7,625 （70.1％） 8,066 （67.1％） 7,615 （68.2％）

最終処分量 526 （4.8％） 306 （2.5％） 211 （1.9％）

その他量 34 （0.3％） 10 （0.1％） 2 （0.0％）

排出量

実績

平成9年度 平成15年度 平成19年度
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第２節 種類別・業種別排出量 
排出量を種類別にみると、汚泥が 7,030 千トン（62.9％）で最も多く、次いで、家畜ふん

尿が 1,998 千トン（17.9％）、以下、がれき類が 1,260 千トン（11.3％）等となっている。 
排出量を業種別にみると、製造業が 5,539 トン（49.6％）で最も多く、次いで、農業が 2,001

千トン（17.9％）、建設業が 1,492 千トン（13.4％）、電気・水道業が 1,475 千トン（13.2％）

等となっている。 
平成 15 年度と比較して、汚泥、家畜ふん尿、がれき類の排出量が減少となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2-2 種類別の排出量（平成 15 年度、平成 19 年度） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2-3 業種別の排出量（平成 15 年度、平成 19 年度） 
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表 1-2-2 種類別・業種別の排出量（平成 19 年度） 
（単位：千t／年）

農業 鉱業 建設業 製造業
電気・
水道業

運輸業
卸・

小売業
飲食店・
宿泊業

医療・
福祉業

サービス
業

その他

11,172 2,001 517 1,492 5,539 1,475 14 62 14 22 31 5
（100％） （17.9％） （4.6％） （13.4％） （49.6％） （13.2％） （0.1％） （0.6％） （0.1％） （0.2％） （0.3％） （0％）

燃え殻 21 （0.2％） 4 10 7 0 0

汚泥 7,030 （62.9％） 514 41 4,987 1,467 2 7 6 1 5 0
廃油 30 （0.3％） 0 3 14 2 7 2 0 2 0
廃酸 3 （0％） 1 1 0 1 0 0
廃アルカリ 5 （0％） 2 2 0 0 0 1
廃プラスチック類 138 （1.2％） 3 1 21 79 0 4 19 1 4 6 0
紙くず 25 （0.2％） 7 18
木くず 234 （2.1％） 125 109
繊維くず 2 （0％） 1 1
動植物性残さ 94 （0.9％） 94
動物系固形不要物 0 （0％）
ゴムくず 2 （0％） 0 1 0 1 0
金属くず 99 （0.9％） 0 18 52 0 1 15 1 1 10 1
ガラス・コンクリート・陶磁器くず 104 （0.9％） 38 53 0 4 1 2 2 4
鉱さい 25 （0.2％） 25
がれき類 1,260 （11.3％） 2 1,227 21 0 4 5 1
ばいじん 72 （0.7％） 71 1 0
家畜ふん尿 1,998 （17.9％） 1,998
その他産業廃棄物 30 （0.3％） 4 1 1 5 3 12 4 0

合計

合計

 
 
 
第３節 種類別・業種別の排出の特徴 
汚泥は、発生時点においては多量であるが、自己による脱水、乾燥、焼却等の処理により

大幅に減量される。このため、排出量は 7,030 千トン、搬出量 183 千トンとなり、委託処理

等へ排出事業者から搬出される時点でみると、がれき類が最も多い廃棄物となる。 
このため、業種別でみると、汚泥の排出量が多い鉱業、製造業及び電気・水道業では、排

出量と搬出量に大きな差がある。 
また、家畜ふん尿は、自己での有効利用（堆肥化）等が非常に多く、汚泥同様、搬出量で

は非常に少なくなる。 
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図 1-2-4 種類別の発生量、排出量、搬出量 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 1-2-5 業種別の発生量、排出量、搬出量 

（千t） 計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ

廃プラ
スチッ
ク類

紙くず 木くず
繊維く

ず
動植物
性残さ

動物系
固形不
要物

ゴムく
ず

金属く
ず

ガラ
ス・コン
クリー
ト・陶
磁器く

ず

鉱さい
がれき

類
ばいじ

ん
家畜ふ
ん尿

その他
産業廃
棄物

発生量 11,404 23 7,032 34 17 5 149 33 252 2 117 0 2 207 108 56 1,260 77 1,998 32
排出量 11,172 21 7,030 30 3 5 138 25 234 2 94 0 2 99 104 25 1,260 72 1,998 30
搬出量 2,056 80 183 29 3 5 109 20 144 2 62 0 2 77 102 1 1,075 119 13 30

（千t） 計 農業 鉱業 建設業 製造業
電気・
水道業

運輸業
卸・小
売業

飲食
店・宿
泊業

医療・
福祉業

サービ
ス業

その他
業種

発生量 11,404 2,001 517 1,493 5,761 1,475 16 67 14 22 33 5
排出量 11,172 2,001 517 1,492 5,539 1,475 14 62 14 22 31 5
搬出量 2,056 15 3 1,301 523 71 14 58 14 22 30 5

0
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種

（単位：千t）
発生量 排出量 搬出量
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第４節 種類別・業種別の排出量の推移 
過去に実施された調査結果と比較すると、排出量は平成 15年度までは増加傾向だったが、

減少した。 
 

6,843
7,459 7,030

2,325
2,097

1,998

1,023
1,460

1,260

521

862

812
171

135
72

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成9年度 平成15年度 平成19年度

（単位：千t）

その他

ばいじん

がれき類

家畜ふん尿

汚泥

10,883

12,013
11,172

 
図 1-2-6 種類別排出量の推移 

 

5,545 5,749 5,539

2,328 2,099 2,001

1,196 1,753
1,492

1,458
1,632

1,475

356

780

665

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成9年度 平成15年度 平成19年度

（単位：千t）

その他

電気・水道業

建設業

農業

製造業

10,883

12,013

11,172

 
図 1-2-7 業種別排出量の推移 
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平成19年度
排出量

11,172千t

石巻地域
2,446
21.9%

気仙沼・
　本吉地域

　224
　2.0%

仙台周辺
地域

 4,234
 37.9%

仙台市域
1,746
15.6%

登米地域
501
4.5%

仙南地域
651
5.8%

栗原地域
363
3.3%

大崎地域
1,007
9.0%平成15年度

排出量
12,013千t

石巻地域
2,124
17.7%

気仙沼・
本吉地域

238
2.0%

仙台周辺
地域
5,023
41.8%

仙台市域
 1,956
  16.3%

登米地域
545
4.5%仙南地域

771
6.4%

栗原地域
382
3.2%

大崎地域
974
8.1%

第５節 地域別の排出量 
排出量を地域別にみると、仙台周辺地域が 4,234 千トン（37.9％）で最も多く、次いで、

石巻地域が 2,446 千トン（21.9％）、仙台市域が 1,746 千トン（15.6％）、大崎地域が 1,007
千トン（9.0％）、仙南地域が 651 千トン（5.8％）、登米地域が 501 千トン（4.5％）、栗原地

域が 363 千トン（3.3％）、気仙沼・本吉地域が 224 千トン（2.0％）となっている。 
平成 15 年度と比較して、地域別の排出順位に変化はない。 
地域別の排出量を構成する種類と業種をみると、図 1-2-9、図 1-2-10 のとおりである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2-8 地域別の排出量（平成 15 年度、平成 19 年度） 



 

 22

8

87

29

9 7

81

24

50

3

52

72 80

31

2

16

6

12 12
9 5

22 31

3

5 3

19
14

6

67

2

4

4
1

1
1

2

4
6

37

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

仙
南
地
域

仙
台
周
辺
地
域

大
崎
地
域

栗
原
地
域

登
米
地
域

石
巻
地
域

気
仙
沼

・
本
吉
地
域

仙
台
市
域

（単位：％）

その他

木くず

がれき類

家畜ふん尿

汚泥

 
図 1-2-9 地域別・種類別の排出量の構成比（平成 19 年度） 
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図 1-2-10 地域別・業種別の排出量の構成比（平成 19 年度） 
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第６節 処理フローと処理・処分の状況 
平成19年度の1年間に県内で発生した産業廃棄物の発生量は11,404千トンとなっており、

有償物（232 千トン）を除いた排出量は 11,172 千トンとなっている。 
排出量 11,172 千トンのうち、排出事業者自らの中間処理による減量（7,544 千トン）及び

再生利用による減量（1,317 千トン＋255 千トン）を除いた搬出量は 2,056 千トン（排出量

の 18.4％）となっている。 
搬出量 2,056 千トンは、自己最終処分（29 千トン）及び委託処理（2,025 千トン）、保管

等その他（2 千トン）に区分される。 
委託処理量 2,025 千トンのうち、中間処理された量が 1,957 千トン、直接最終処分された

量が 68 千トンとなっている。 
県内の産業廃棄物の流れをまとめると、減量化量が 7,615 千トン、再生利用量が 3,344 千

トン、最終処分量が 211 千トンとなっている。 
(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

11,404 232 3,576

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

1,317
自己未処理自己

再生利用量 3,344
(11.8%) (29.9%)

（C) (D) (E) (2.3%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

11,172 9,122 1,578 29 29
(100%) (81.6%) (14.1%) 0 (0.3%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

7,544 2,056 2
(67.5%) (18.4%) (0.0%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

2,050 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 255 1,754 2,025
(18.4%) （Ｇ2）自己最終処分量 24 271 (18.1%)

（Ｇ3）委託中間処理量 1,708

（Ｇ4）委託直接最終処分量 62

（Ｇ5）その他量 1

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

1,957 1,886 1,772
(17.5%) (16.9%) (15.9%)

1,686 (N) (M2)
271 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

71 114
(T) (O) (0.6%) (1.0%) (P) (Q)

減量化量
委託直接最
終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

7,615 68 182 211
(68.2%) (0.6%) (1.6%) (1.9%)

68

0

255

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

図 1-2-11 産業廃棄物の処理フロー（平成 19 年度） 
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種類別及び業種別に排出量、再生利用量、減量化量、最終処分量等をみると、表 1-2-3、
表 1-2-4 のとおりであり、種類別に排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構

成比をみると図 1-2-12、図 1-2-14 のとおりである。 
 

表 1-2-3 種類別の排出量、再生利用量、減量化量、最終処分量等 
（単位：千t/年）

排出量 その他量

合計 11,172 3,344 （3,344） 構成比 7,615 構成比 211 （211） 構成比 2

燃え殻 21 10 （74） (2.2%) 1 0.0% 10 （44） (20.9%) 0
汚泥 7,030 438 （328） (9.8%) 6,547 86.0% 44 （19） (9.0%) 1
廃油 30 29 （29） (0.9%) 1 0.0% 0 （0） (0.0%) 0
廃酸 3 3 （2） (0.1%) 0 0.0% 0 （0） (0.0%)
廃アルカリ 5 1 （1） (0.0%) 4 0.1% 0 （0） (0.0%)
廃プラスチック類 138 60 （60） (1.8%) 46 0.6% 31 （26） (12.3%) 1
紙くず　 25 22 （22） (0.7%) 2 0.0% 1 （0） (0.0%)
木くず 234 215 （215） (6.4%) 11 0.2% 8 （6） (2.8%) 0
繊維くず 2 1 （1） (0.0%) 1 0.0% 0 （0） (0.0%)
動植物性残さ 94 72 （72） (2.2%) 21 0.3% 1 （0） (0.0%)
動物系固形不要物
ゴムくず 2 0 （0） (0.0%) 2 0.0% 0 （0） (0.0%)
金属くず 99 97 （97） (2.9%) 1 0.0% 1 （1） (0.5%)
ｶﾞﾗｽ・ｺﾝｸﾘｰﾄ・陶磁器くず 104 54 （54） (1.6%) 3 0.0% 47 （47） (22.3%) 0
鉱さい 25 25 （25） (0.7%) 0 0.0% 0 （0） (0.0%)
がれき類 1,260 1,162 （1,162） (34.7%) 40 0.5% 58 （58） (27.5%) 0
ばいじん 72 69 （116） (3.5%) 0 0.0% 3 （7） (3.4%)
家畜ふん尿 1,998 1,072 （1,072） (32.1%) 926 12.2%
その他産業廃棄物 30 14 （14） (0.4%) 9 0.1% 7 （3） (1.4%)
※（　）内は、再生利用、最終処分時点の種類

再生利用量 減量化量 最終処分量

 
 

表 1-2-4 業種別の排出量、再生利用量、減量化量、最終処分量等 

（単位：千t/年）
排出量 その他量

合計 11,172 3,344 構成比 7,615 構成比 211 構成比 2

農業 2,001 1,074 32.1% 926 12.2% 0 0.0% 1

鉱業 517 189 5.7% 328 4.3% 0 0.0%
建設業 1,492 1,337 40.0% 57 0.7% 98 46.4% 0
製造業 5,539 594 17.8% 4,877 64.0% 67 31.8% 1
電気・水道業 1,475 54 1.6% 1,403 18.4% 18 8.5% 0
運輸業 14 10 0.3% 1 0.0% 3 1.4% 0
卸・小売業 62 45 1.3% 5 0.1% 12 5.7% 0
飲食店・宿泊業 14 7 0.2% 6 0.1% 1 0.5% 0
医療・福祉業 22 8 0.2% 8 0.1% 6 2.9% 0
サービス業 31 22 0.7% 4 0.1% 5 2.4% 0
その他業種 5 4 0.1% 0 0.0% 1 0.5% 0

再生利用量 減量化量 最終処分量
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図 1-2-12 排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比（平成 19 年度） 
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図 1-2-13 排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比（平成 15 年度） 
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図 1-2-14 排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比（平成 19 年度） 
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図 1-2-15 排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の構成比（平成 15 年度） 
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平成19年度

再生利用量

3,344千t

家畜ふん尿

1,072
32.1%

その他

219
6.5%

がれき類
1,162

34.7%

汚泥

438

13.1%

動植物性残さ

72
2.2%

金属くず

97
2.9%

ばいじん

69

2.1%

木くず

215
6.4%

平成15年度

再生利用量

3,631千t

家畜ふん尿

1,126

31.0%

その他

287

7.9%

がれき類

1,403

38.6%
汚泥

331

9.1%

鉱さい

109
3.0%ばいじん

134

3.7%

金属くず
102

2.8%

木くず

139

3.8%

平成19年度

最終処分量

211千t

ガラス・

コンクリート・

陶磁器くず

47

22.3%

がれき類

58

27.5%

汚泥

44

20.9%

その他

21

10.0%

燃え殻

10

4.7%

廃プラス

チック類

31

14.7%

平成15年度

最終処分量
306千t

燃え殻
48

15.7%

廃プラス

チック類

23
7.5%

その他
30

9.8%

ガラス・

コンクリート・
陶磁器くず

51

16.7%

汚泥

99

32.4%

がれき類
55

18.0%

第７節 再生利用量 
再生利用量（3,344 千トン）を種類別にみると、がれき類が 1,162 千トン（34.7％）で最

も多く、次いで、家畜ふん尿が 1,072 千トン（32.1％）、以下、汚泥が 438 千トン（13.1％）、

木くずが 215 千トン（6.4％）、金属くずが 97 千トン（2.9％）等となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2-16 種類別の再生利用量（無変換） 
 
 
第８節 最終処分量 

最終処分量（211 千トン）を種類別にみると、がれき類が 58 千トン（27.5％）で最も多く、

以下、ガラス・コンクリート・陶磁器くずが 47 千トン（22.3％）、汚泥 44 千トン（20.9％）、

廃プラスチック類が 31 千トン（14.7％）、燃え殻が 10 千トン（4.7％）等となっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2-17 種類別の最終処分量（無変換） 
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第９節 循環型社会形成推進計画の評価・点検 
平成 18 年 3 月に策定された「宮城県循環型社会形成推進計画」（平成 14 年 3 月に策定さ

れた宮城県廃棄物処理計画を見直したもの）の平成 22 年度目標では、排出量を 11,971 千ト

ン以下に抑制し、再生利用率を 30.2％、最終処分率を 2.0％にするとしている。 
今回の調査結果（平成 19 年度実績）は、排出量が 11,404 千トン、再生利用率が 29.9％、

最終処分率が 1.9％であり、再生利用率は目標に達していない。 
前回調査（平成 15 年度実績）と比べると、再生利用率が減ったものの、減量化率は 1.1

ポイントの増加、最終処分率は 0.6 ポイントの減少と、大きく改善されている。 
これは、水道業や製造業の排出事業者自らの中間処理後の減量化量が増加したためである。 
平成 15 年度以降の推移については、平成 16 年度まで微増であった排出量が、平成 17 年

度に△934 千トンと大幅に減量し、排出量に占める最終処分率は 0.3 ポイント減少した。こ

れは、平成 17 年 4 月 1 日に導入された産業廃棄物税の導入がある程度影響していると考え

られる。平成 18 年度以降は、排出量及び最終処分率はともにほぼ横ばいである。 
大企業が存在する製造業において、生産工程の改善等による発生抑制や再生利用の取組が

進められているが、その他の業種や小規模事業者においては、分別等による資源化率の向上

が求められている。 

30.2

29.3

30.2

31.3

29.9

28.2

67.1

68.2

67.6

66.7

68.2

69.8
1.9

2.4

2.5

1.9

1.9

2.1

0.1

0.0

0.1

0.1

0.1

0.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

平成15年度実績
12,013千t

平成16年度実績
12,114千t

平成17年度実績
11,180千t

平成18年度実績
11,192千t

平成19年度実績
11,172千t

平成22年度目標
12,442千t

（単位：％）

再生利用量 減量化量 最終処分量 その他量
 

図 1-2-18 循環型社会形成推進計画の目標値との比較 
 

表 1-2-5 循環型社会形成推進計画の目標値との比較 
（単位：千t／年）

排出量 12,013 （100％） 12,114 （100％） 11,180 （100％） 11,192 （100％） 11,172 （100％） 12,442 （100％）
再生利用量 3,631 （30.2％） 3,550（29.3％） 3,376（30.2％） 3,500（31.3％） 3,344（29.9％） 3,512（28.2％）
減量化量 8,066 （67.1％） 8,260（68.2％） 7,553（67.6％） 7,465（66.7％） 7,615（68.2％） 8,682（69.8％）
その他量 10 （0.1％） 10 （0.1％） 11 （0.1％） 12 （0.1％） 2 （0％） 11 （0.1％）
最終処分量 306 （2.5％） 294 （2.4％） 240 （2.1％） 215 （1.9％） 211 （1.9％） 237 （1.9％）

平成19年度実績平成22年度目標平成15年度実績平成16年度実績平成17年度実績平成18年度実績
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第１０節 循環型社会形成推進計画への情報提供 
１）建設業の最終処分量 

建設業から発生して最終処分される産業廃棄物量は 98 千トンであり、最終処分量全体の

46.4％を占めている。そのうち、がれき類の最終処分量は 55 千トン（最終処分量全体の

26.0％）であり、ガラス・コンクリート・陶磁器くずの最終処分量は 22 千トン（同 10.4％）

となっている。 
建設業から発生するがれき類は、最近では、再生路盤材や再生砕石等に広く再生利用され

ており、本県の再生利用率は 92.3％である。 
建築リサイクル法では、特定建設資材廃棄物に指定され、2010 年の再資源化目標率は 95％

に設定されていることからも、再利用率の増加が期待される。 

平成19年度

最終処分量

211千t

製造業

67

31.8%

建設業

98

46.4%

電気・水道業

18

8.5%

その他

28

13.3%

 
図 1-2-19 業種別の最終処分量 
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２）自己未処理・委託直接最終処分量 
中間処理をせずに直接最終処分されている量は86千トンであり、最終処分量全体の40.8％

を占めている。種類別に見ると、がれき類が 29 千トン、ガラス陶磁器くずが 27 千トン等と

なっている。 
ガラス陶磁器くずは、大部分が建設業と製造業から排出されたものである。建設業では瓦

や土管等の陶磁器くずと石膏ボードくずが未処理で埋立されており、製造業では鉄鋼から排

出されたレンガくず等が未処理で埋立処分されている。 
がれき類は、大部分が建設業から排出されたものである。コンクリート片や廃アスファル

ト以外の建設混合廃棄物が大部分を占めている。建設リサイクル法の施行により分別解体が

進み、建設混合廃棄物の排出量は減少したが、更なる分別、減量が必要であると思われる。 

平成19年度

最終処分量

211千t

自己

中間処理後

最終処分量

11

5.2%

未処理

最終処分量

86

40.8%

委託

中間処理後

最終処分量

114

54.0%

 
図 1-2-20 処理形態別の最終処分量 

 
表 1-2-6 処理形態別の最終処分量（変換） 

合計 燃え殻 汚泥
廃プラス
チック類

紙くず 木くず 繊維くず
動植物
性残さ

ゴムくず 金属くず

ガラス・
コンク
リート・

陶磁器く
ず

鉱さい
がれき

類
ばいじん

その他
産業廃
棄物

211 44 19 26 0 6 0 0 0 1 47 0 58 7 3

（100％） （20.9％） （9％） （12.3％） （0％） （2.8％） （0％） （0％） （0％） （0.5％） （22.3％） （0％） （27.5％） （3.3％） （1.4％）

86 8 10 6 0 1 0 0 1 27 0 29 3 1

（100％） （9.3％） （11.6％） （7％） （0％） （1.2％） （0％） （0％） （1.2％） （31.4％） （0％） （33.7％） （3.5％） （1.2％）

11 5 2 0 0 0 0 4 0

（100％） （45.4％） （18.2％） （0％） （0％） （0％） （0％） （36.4％） （0％）

114 31 7 20 0 5 0 0 0 0 20 0 29 0 2

（100％） （27.2％） （6.1％） （17.5％） （0％） （4.4％） （0％） （0％） （0％） （0％） （17.5％） （0％） （25.4％） （0％） （1.9％）

最終処分量計

未処理最終処分
量

自己中間処理後
最終処分量

委託中間処理後
最終処分量  
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第 3章 業種別の調査結果                           

 

第１節 農業 

平成 19 年度の 1 年間に農業から発生した産業廃棄物の排出量は 2,001 千トンとなってお

り、県全体の排出量 17.9％を占めている。 
排出量 2,001 千トンのうち、中間処理による減量化量は 926 千トン（46.3％）、再生利用

量は 1,074 千トン（53.7％）、最終処分量は 0 千トン（0.0％）となっている。 
排出量を種類別にみると、家畜ふん尿が 1,998 千トン（99.9％）で最も多くなっている。 

 

(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

2,001 0 1,074

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

887
自己未処理

自己再生利用量 1,074
(44.4%) (53.7%)

（C) (D) (E) (8.6%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

2,001 1,826 900 0 0
(100%) (91.3%) (45.0%) 0 (0.0%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

926 15 1
(46.3%) (0.8%) (0.0%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

175 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 173 14 14
(8.7%) （Ｇ2）自己最終処分量 0 0 (0.7%)

（Ｇ3）委託中間処理量 1

（Ｇ4）委託直接最終処分量 0

（Ｇ5）その他量 1

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

14 14 14
(0.7%) (0.7%) (0.7%)

14 (N) (M2)
0 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

0 0
(T) (O) (0.0%) (0.0%) (P) (Q)

減量化量
委託直接
最終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

926 0 0 0
(46.3%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

0

0

173

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：  
 

図 1-3-1 農業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-2 農業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-3-3 農業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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（千t） 計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃アル

カリ

廃プラ
スチッ
ク類

紙くず 木くず
繊維く

ず
動植物
性残さ

動物系
固形不
要物

ゴムく
ず

金属く
ず

ガラ
ス・コン
クリー
ト・陶
磁器く

ず

鉱さい
がれき

類
ばいじ

ん
家畜ふ
ん尿

その他
産業廃
棄物

発生量 2,001 3 1,998
排出量 2,001 3 1,998
搬出量 15 2 13
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第２節 鉱業 
平成 19年度の 1年間に鉱業から発生した産業廃棄物の排出量は 517千トンとなっており、

県全体の排出量 4.6％を占めている。 
排出量 517 千トンのうち、中間処理による減量化量は 328 千トン（63.4％）、再生利用量

は 189 千トン（36.6％）、最終処分量は 0 千トン（0.0％）となっている。 
排出量を種類別にみると、汚泥が 514 千トン（99.4％）で最も多くなっている。 

 
(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

517 0 189

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

186
自己未処理

自己再生利用量 189
(36.0%) (36.6%)

（C) (D) (E) (0.0%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

517 514 186 0 0
(100%) (99.4%) (36.0%) 0 (0.0%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

328 3 0
(63.4%) (0.6%) (0.0%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

3 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 0 3 3
(0.6%) （Ｇ2）自己最終処分量 0 0 (0.6%)

（Ｇ3）委託中間処理量 3

（Ｇ4）委託直接最終処分量 0

（Ｇ5）その他量 0

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

3 3 3
(0.6%) (0.6%) (0.6%)

3 (N) (M2)
0 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

0 0
(T) (O) (0.0%) (0.0%) (P) (Q)

減量化量
委託直接
最終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

328 0 0 0
(63.4%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

0

0

0

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：  
 

図 1-3-4 鉱業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-5 鉱業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-6 鉱業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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第３節 建設業 
平成 19 年度の 1 年間に建設業から発生した産業廃棄物の排出量は 1,492 千トンとなって

おり、県全体の排出量 13.4％を占めている。 
排出量 1,492 千トンのうち、中間処理による減量化量は 57 千トン（3.8％）、再生利用量

は 1,337 千トン（89.6％）、最終処分量は 98 千トン（6.6％）となっている。 
排出量を種類別にみると、がれき類が 1,227 千トン（82.2％）で最も多く、以下、木くず

が 125 千トン（8.4％）、汚泥が 41 千トン（2.7％）等となっている。 
 

(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

1,493 1 1,338

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

149
自己未処理

自己再生利用量 1,337
(10.0%) (89.6%)

（C) (D) (E) (0.1%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

1,492 239 199 0 0
(100%) (16.0%) (13.3%) 0 (0.0%)

(F) (H) (J)
自己減量化

量
搬出量 その他量

40 1,301 0
(2.7%) (87.2%) (0.0%)

(G) (K)
自己未処理

量
委託処理量

1,253 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 2 1,287 1,301
(84.0%) （Ｇ2）自己最終処分量 0 14 (87.2%)

（Ｇ3）委託中間処理量 1,209

（Ｇ4）委託直接最終処分量 42

（Ｇ5）その他量 0

(L) (M) (M1)
委託中間処

理量

委託中間処

理後量

委託中間処理後

再生利用量

1,258 1,241 1,186
(84.3%) (83.2%) (79.5%)

1,244 (N) (M2)
14 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

17 55
(T) (O) (1.1%) (3.7%) (P) (Q)

減量化量
委託直接

最終処分量

委託最終処

分量
最終処分量

57 43 98 98
(3.8%) (2.8%) (6.6%) (6.6%)

43

0

2

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：
県外：

県内：
県外：  

 
図 1-3-7 建設業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-8 建設業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-9 建設業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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第４節 製造業 
平成 19 年度の 1 年間に製造業から発生した産業廃棄物の排出量は 5,539 千トンとなって

おり、県全体の排出量 49.6％を占めている。 
排出量 5,539 千トンのうち、中間処理による減量化量は 4,877 千トン（88.1％）、再生利用

量は 594 千トン（10.7％）、最終処分量は 67 千トン（1.2％）となっている。 
排出量を種類別にみると、汚泥が 4,987 千トン（90.0％）で最も多く、以下、木くずが 109

千トン（2.0％）、動植物製残さが 94 千トン（1.7％）等となっている。 
 
(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

5,761 222 816

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

89
自己未処理

自己再生利用量 594
(1.6%) (10.7%)

（C) (D) (E) (1.4%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

5,539 5,074 227 16 16
(100%) (91.6%) (4.1%) 0 (0.3%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

4,847 523 1
(87.5%) (9.4%) (0.0%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

465 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 80 306 506
(8.4%) （Ｇ2）自己最終処分量 10 200 (9.1%)

（Ｇ3）委託中間処理量 360

（Ｇ4）委託直接最終処分量 15

（Ｇ5）その他量 0

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

490 460 425
(8.8%) (8.3%) (7.7%)

290 (N) (M2)
200 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

30 35
(T) (O) (0.5%) (0.6%) (P) (Q)

減量化量
委託直接
最終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

4,877 16 51 67
(88.1%) (0.3%) (0.9%) (1.2%)

16

0

80

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：  
 

図 1-3-10 製造業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-11 製造業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-12 製造業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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第５節 電気・水道業 
平成 19 年度の 1 年間に電気・水道業から発生した産業廃棄物の排出量は 1,475 千トンと

なっており、県全体の排出量 13.2％を占めている。 
排出量 1,475 千トンのうち、中間処理による減量化量は 1,403 千トン（95.1％）、再生利用

量は 54 千トン（3.7％）、最終処分量は 18 千トン（1.2％）となっている。 
排出量を種類別にみると、汚泥が 1,467 千トン（99.5％）で最も多く、以下、燃え殻が 7

千トン（0.5％）等となっている。 
 
(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

1,475 0 54

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

3
自己未処理

自己再生利用量 54
(0.2%) (3.7%)

（C) (D) (E) (0.0%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

1,475 1,461 60 14 14
(100%) (99.1%) (4.1%) 0 (0.9%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

1,401 71 0
(95.0%) (4.8%) (0.0%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

14 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 0 15 57
(0.9%) （Ｇ2）自己最終処分量 14 42 (3.9%)

（Ｇ3）委託中間処理量 0

（Ｇ4）委託直接最終処分量 0

（Ｇ5）その他量 0

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

53 51 51
(3.6%) (3.5%) (3.5%)

11 (N) (M2)
42 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

2 0
(T) (O) (0.1%) (0.0%) (P) (Q)

減量化量
委託直接
最終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

1,403 4 4 18
(95.1%) (0.3%) (0.3%) (1.2%)

4

0

0

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：  
 

図 1-3-13 電気・水道業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-14 電気・水道業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
図 1-3-15 電気・水道業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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第６節 運輸業 
平成 19 年度の 1 年間に運輸業から発生した産業廃棄物の排出量は 14 千トンとなっており、

県全体の排出量 0.1％を占めている。 
排出量 14 千トンのうち、中間処理による減量化量は 1 千トン（10.2％）、再生利用量は 10

千トン（69.3％）、最終処分量は 3 千トン（20.4％）となっている。 
排出量を種類別にみると、廃プラスチック類とがれき類がともに 4 千トン（28.6％）であ

り、主な排出種類となっている。 
 
(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

16 2 12

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

0
自己未処理

自己再生利用量 10
(0.6%) (69.3%)

（C) (D) (E) (0.4%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

14 0 0 0 0
(100%) (1.3%) (1.1%) 0 (0.1%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

0 14 0
(0.2%) (98.7%) (0.1%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

14 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 0 13 14
(98.8%) （Ｇ2）自己最終処分量 0 1 (98.6%)

（Ｇ3）委託中間処理量 13

（Ｇ4）委託直接最終処分量 1

（Ｇ5）その他量 0

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

13 12 10
(92.9%) (83.0%) (68.3%)

12 (N) (M2)
1 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

1 2
(T) (O) (9.9%) (14.7%) (P) (Q)

減量化量
委託直接
最終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

1 1 3 3
(10.2%) (5.6%) (20.3%) (20.4%)

1

0

0

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：  
 

図 1-3-16 運輸業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-17 運輸業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-3-18 運輸業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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第７節 卸・小売業 
平成 19 年度の 1 年間に卸・小売業から発生した産業廃棄物の排出量は 62 千トンとなって

おり、県全体の排出量 0.6％を占めている。 
排出量 62 千トンのうち、中間処理による減量化量は 5 千トン（7.8％）、再生利用量は 45

千トン（72.4％）、最終処分量は 12 千トン（19.8％）となっている。 
排出量を種類別にみると、廃プラスチック類が 19 千トン（30.6％）で最も多く、次いで、

金属くずが 15 千トン（24.2％）、汚泥と廃油がともに 7 千トン（11.3％）等となっている。 
 
(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

67 5 50

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

3
自己未処理

自己再生利用量 45
(4.5%) (72.4%)

（C) (D) (E) (0.1%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

62 4 3 0 0
(100%) (6.2%) (5.1%) 0 (0.0%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

1 58 0
(1.1%) (94.4%) (0.0%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

58 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 0 52 58
(93.8%) （Ｇ2）自己最終処分量 0 6 (94.3%)

（Ｇ3）委託中間処理量 56

（Ｇ4）委託直接最終処分量 2

（Ｇ5）その他量 0

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

56 52 42
(90.6%) (83.8%) (67.9%)

50 (N) (M2)
6 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

4 10
(T) (O) (6.7%) (15.9%) (P) (Q)

減量化量
委託直接
最終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

5 2 12 12
(7.8%) (3.8%) (19.7%) (19.8%)

2

0

0

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：  
 

図 1-3-19 卸・小売業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-20 卸・小売業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 
 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-21 卸・小売業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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第８節 飲食店・宿泊業 
平成 19 年度の 1 年間に飲食店・宿泊業から発生した産業廃棄物の排出量は 14 千トンとな

っており、県全体の排出量 0.1％を占めている。 
排出量 14 千トンのうち、中間処理による減量化量は 6 千トン（38.4％）、再生利用量は 7

千トン（51.5％）、最終処分量は 1 千トン（9.7％）となっている。 
排出量を種類別にみると、汚泥が 6 千トン（42.9％）、廃油が 2 千トン（14.3％）等が主

な排出種類となっている。 
 
(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

14 0 7

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

0
自己未処理

自己再生利用量 7
(0.1%) (51.5%)

（C) (D) (E) (0.0%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

14 0 0 0 0
(100%) (2.6%) (2.5%) 0 (0.0%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

0 14 0
(0.1%) (98.0%) (0.4%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

14 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 0 12 14
(97.4%) （Ｇ2）自己最終処分量 0 2 (97.6%)

（Ｇ3）委託中間処理量 14

（Ｇ4）委託直接最終処分量 0

（Ｇ5）その他量 0

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

14 8 7
(97.4%) (59.1%) (51.4%)

12 (N) (M2)
2 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

6 1
(T) (O) (38.3%) (10.0%) (P) (Q)

減量化量
委託直接
最終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

6 0 1 1
(38.4%) (0.2%) (9.7%) (9.7%)

0

0

0

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：  
 

図 1-3-22 飲食店・宿泊業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-23 飲食店・宿泊業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-24 飲食店・宿泊業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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第９節 医療・福祉業 
平成 19 年度の 1 年間に医療・福祉業から発生した産業廃棄物の排出量は 22 千トンとなっ

ており、県全体の排出量 0.2％を占めている。 
排出量 22 千トンのうち、中間処理による減量化量は 8 千トン（38.5％）、再生利用量は 8

千トン（35.1％）、最終処分量は 6 千トン（26.4％）となっている。 
排出量を種類別にみると、その他産業廃棄物（うち感染性廃棄物が 6 千トン）が 12 千ト

ン（54.5％）で最も多く、次いで、廃プラスチック類が 4 千トン（18.2％）等となっている。 
 
(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

22 0 8
0

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

0
自己未処理

自己再生利用量 8
(0.0%) (35.1%)

（C) (D) (E) (0.0%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

22 0 0 0 0
(100%) (0.7%) (0.5%) 0 (0.0%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

0 22 0
(0.2%) (99.8%) (0.0%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

22 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 0 18 22
(99.3%) （Ｇ2）自己最終処分量 0 4 (99.8%)

（Ｇ3）委託中間処理量 21

（Ｇ4）委託直接最終処分量 1

（Ｇ5）その他量 0

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

21 13 8
(97.2%) (58.9%) (35.1%)

17 (N) (M2)
4 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

8 5
(T) (O) (38.3%) (23.8%) (P) (Q)

減量化量
委託直接
最終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

8 1 6 6
(38.5%) (2.6%) (26.4%) (26.4%)

1

0

0

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：  
 

図 1-3-25 医療・福祉業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-26 医療・福祉業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-27 医療・福祉業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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第１０節 サービス業 
平成 19 年度の 1 年間にサービス業から発生した産業廃棄物の排出量は 31 千トンとなって

おり、県全体の排出量 0.3％を占めている。 
排出量 31 千トンのうち、中間処理による減量化量は 4 千トン（12.5％）、再生利用量は 22

千トン（70.7％）、最終処分量は 5 千トン（16.2％）となっている。 
排出量を種類別にみると、金属くずが 10 千トン（32.3％）、廃プラスチック類 6 千トン

（19.4％）が主な排出種類となっている。 
 
(A) (B) （単位：千t/年） (S)

発生量 有償物量 資源化量

33 2 24

(E1) (R）
自己中間処理後

再生利用量 (G1)
再生利用量

0
自己未処理

自己再生利用量 22
(0.1%) (70.7%)

（C) (D) (E) (0.3%) (I)

排出量
自己中間処

理量

自己中間処

理後量

自己最終処

分量

31 2 1 0 0
(100%) (7.5%) (3.6%) 0 (0.1%)

(F) (H) (J)

自己減量化
量

搬出量 その他量

1 30 0
(3.8%) (95.8%) (0.6%)

(G) (K)
自己未処理
量

委託処理量

29 （Ｇ1）自己処理自己再生利用量 0 28 30
(92.5%) （Ｇ2）自己最終処分量 0 2 (95.0%)

（Ｇ3）委託中間処理量 29

（Ｇ4）委託直接最終処分量 0

（Ｇ5）その他量 0

(L) (M) (M1)
委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処理後

再生利用量

30 27 22
(93.9%) (85.2%) (70.3%)

28 (N) (M2)
2 委託減量化

量

委託中間処理後

最終処分量

3 5
(T) (O) (8.7%) (14.9%) (P) (Q)

減量化量
委託直接
最終処分量

委託最終処
分量

最終処分量

4 0 5 5
(12.5%) (1.2%) (16.1%) (16.2%)

0

0

0

県内：
県外：

県内：

県外：

県内：

県外：

県内：

県外：  
 

図 1-3-28 サービス業の産業廃棄物の処理フロー 
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図 1-3-29 サービス業の産業廃棄物の発生量、排出量、搬出量 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-30 サービス業の産業廃棄物の排出量に対する再生利用量等の構成比 
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第 4章 特別管理産業廃棄物                          
 
第１節 種類別・業種別排出量 

平成 19 年度の特別管理産業廃棄物の排出量は 35.6 千トンとなっている。排出量を種類別

にみると、特定有害産業廃棄物が 19.7 千トン（55.3％）で最も多く、次いで、感染性廃棄物

が 5.5 千トン（15.4％）、以下、腐食性廃アルカリが 4.4 千トン（12.4％）、腐食性廃酸が 3.7
千トン（10.4％）、引火性廃油が 2.3 千トン（6.5％）等となっている。 

排出量を業種別にみると、製造業が 26.8 千トン（75.3％）で最も多く、次いで、医療・福

祉が 5.5 千トン（15.4％）、以下、建設業が 3.1 千トン（8.7％）等となっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-4-1 種類別の排出量          図 1-4-2 業種別の排出量 
 

表 1-4-1 種類別・業種別の排出量 
（単位：千ｔ/年）

業種

合計 35.6 3.1 26.8 0.0 0.0 0.0 5.5 0.1

引火性廃油 2.3 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0

腐食性廃酸 3.7 0.0 3.7 0.0

腐食性廃アルカリ 4.4 4.4 0.0

感染性廃棄物 5.5 0.0 5.5 0.0

特定有害産業廃棄物 19.7 3.1 16.5 0.0 0.0 0.0 0.0

鉱さい

石綿等 3.1 3.0 0.0 0.0

ばいじん 15.8 15.8

燃えがら 0.0 0.0 0.0

廃油 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

汚泥 0.5 0.0 0.5 0.0

廃酸 0.2 0.1 0.1

廃アルカリ 0.1 0.0 0.1 0.0

注）　※欄の「その他の業種」は、林業、漁業、情報通信業、金融・保険業の合計値である。
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第２節 処理・処分の状況 
排出量 35.6 千トンのうち、90％に当たる 31.9 千トンが排出事業者又は産業廃棄物処理業

者で中間処理が行われており、この中間処理により 7.9 千トン（22％）が減量している。再

生利用量は、排出量の 61％に当たる 21.7 千トンとなっている。 
直接最終処分量 3.0 千トンと中間処理後の最終処分量 3.0 千トンを合わせた最終処分量は

6.0 千トンで、排出量の 17％となっている。 
再生利用されているのは主に特定有害ばいじんであり、県外の精錬工場で利用されている。 
直接最終処分されているのは、建設業から排出される石綿等である。 

 

発生量 有償物量 資源化量

43.5 7.9 29.6

直接再生利用量 再生利用量

0.7 21.7

(2%) (61%)

排出量

35.6

(100%) 処理後再生利用量

中間処理量 処理残さ量 21.0

31.9 24.0 (59%)

(90%) (67%)
処理後最終処分量

減量化量 3.0

0.0 7.9 (8%)

(22%)

直接最終処分量 最終処分量

3.0 6.0

(8%) (17%)
（単位：千t/年）

保管等：

保管等：

 
図 1-4-3 特別管理産業廃棄物の排出・処理の状況 
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第 5章 広域移動状況                             
 
第１節 県外への搬出状況 
県外への搬出量は 271 千トンであり、東北地方への搬出量が 197 千トンと最も多く、次い

で、関東地方が 39 千トン、以下、北海道へ 21 千トン、中部地方へ 13 千トン、中国・四国

地方が 1 千トン等となっている。 
搬出された廃棄物は、ほとんどが中間処理目的で移動しており、製紙業及び電気・水道業

から排出されるばいじん、燃え殻がセメント原材料や土木・建設資材として、汚泥がセメン

ト原材料として再生利用されている。 
 

表 1-5-1 県外への搬出量 
（単位：千t／年）

合計 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国四国 九州沖縄

合計 271 21 197 39 13 0 1 0

燃え殻 62 6 39 15 2

汚泥 61 0 53 7 2 0

廃油 5 3 2 0 0 0

廃酸 1 1 0 0

廃アルカリ 3 1 0 2 0

廃プラスチック類 9 0 6 2 0 0 0

紙くず　 0 0 0

木くず 3 3 0

繊維くず 0 0

動植物性残さ 3 2 1

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず 5 0 3 0 0 0 1 0

ガラス、陶磁器くず 6 0 4 1 0 0

鉱さい 0 0

がれき類 9 0 8 1

ばいじん 100 15 72 8 5

動物のふん尿

動物の死体

その他の産業廃棄物 4 0 3 1 0 0  
北  海  道：北海道 
東    北：青森県、岩手県、秋田県、山形県、福島県 
関    東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
中    部：新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県 
近    畿：三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 
中 国 四 国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県 
九 州 沖 縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 
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表 1-5-2 県外への搬出量（中間処理目的） 
（単位：千t／年）

合計 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国四国 九州沖縄

合計 271 21 197 39 13 0 1 0

燃え殻 62 6 39 15 2

汚泥 61 0 53 7 2 0

廃油 5 3 2 0 0 0

廃酸 1 1 0 0

廃アルカリ 3 1 0 2 0

廃プラスチック類 9 0 6 2 0 0 0

紙くず　 0 0 0

木くず 3 3 0

繊維くず 0 0

動植物性残さ 3 2 1

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず 5 0 3 0 0 0 1 0

ガラス、陶磁器くず 6 0 4 1 0 0

鉱さい 0 0

がれき類 9 0 8 1

ばいじん 100 15 72 8 5

動物のふん尿

動物の死体

その他の産業廃棄物 4 0 3 1 0 0  
 
 

表 1-5-3 県外への搬出量（直接最終処分目的） 
（単位：千t／年）

合計 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国四国 九州沖縄

合計 0 0

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類 0 0

紙くず　

木くず

繊維くず

動植物性残さ

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず

ガラス、陶磁器くず

鉱さい

がれき類

ばいじん

動物のふん尿

動物の死体

その他の産業廃棄物  
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第２節 県内への搬入状況 
県内への搬入量は、産業廃棄物処分業者の実績量を集計した。 
県内への搬入量は 303 千トンであり、関東地方からの搬入量が 186 千トンと最も多く、次

いで、東北地方から 98 千トン、以下、中部地方から 18 千トンとなっている。 
搬入量を処理目的別にみると、中間処理目的での県内搬入量は 150 千トンであり、東北地

方からの搬入量が 90 千トンと最も多く、次いで、関東地方から 56 千トン、以下、中部地方

から 3 千トン等となっている。 
直接最終処分目的での県内搬入量は 153 千トンであり、関東地方からの搬入量が 130 千ト

ンと最も多く、次いで、中部地方から 15 千トン、以下、東北地方から 8 千トン等となって

いる。 
表 1-5-4 県外からの搬入量 

（単位：千t／年）

合計 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国四国 九州沖縄
総計 303 0 98 186 18 0 0 1
産業廃棄物　計 296 0 94 183 18 0 0 1
　燃え殻 18 2 13 4
　汚泥 64 28 28 9 0
　廃油 14 0 12 2 0 0 0 0
　廃酸 1 1 0
　廃アルカリ 5 5 0
　廃プラスチック類 73 23 47 3 0 0 0
　紙くず　 2 1 1 0
　木くず 36 4 31 0 0
　繊維くず 0 0 0 0 0
　動植物性残さ 5 5 0
　動物系固形不要物 0 0
　ゴムくず
　金属くず 4 2 2 0 0
　ガラス、陶磁器くず 14 0 2 11 1 0
　鉱さい 4 0 4 0 0
　がれき類 13 0 8 5 0
　ばいじん 5 1 3 0
　家畜ふん尿
　家畜の死体
　13号廃棄物 32 32
　混合物 3 1 2
特別管理産業廃棄物　計 7 4 3 0 0
　引火性廃油 3 3 0
　腐食性廃酸 0 0
　腐食性廃アルカリ 0 0
　感染性廃棄物 0 0
　特定有害鉱さい
　特定有害廃石綿等 1 0 1
　特定有害ばいじん
　特定有害燃え殻
　特定有害廃油
　特定有害汚泥
　特定有害廃酸
　特定有害廃アルカリ
　13号特定有害廃棄物
　特管廃棄物の混合物 2 0 2 0 0  
注 1）宮城県知事及び仙台市長の許可に係る処分業者の実績を示す。 

 
北  海  道：北海道 
東    北：青森県、岩手県、秋田県、山形県、福島県 
関    東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
中    部：新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県 
近    畿：三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 
中 国 四 国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県 
九 州 沖 縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 



 

 56

表 1-5-5 県外からの搬入量（中間処理目的） 
（単位：千t／年）

合計 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国四国 九州沖縄
総計 150 0 90 56 3 0 0 1
産業廃棄物　計 144 0 86 54 3 0 0 1
　燃え殻 0 0 0
　汚泥 29 26 2 0 0
　廃油 14 0 12 2 0 0 0 0
　廃酸 1 1 0
　廃アルカリ 5 5 0
　廃プラスチック類 34 21 11 1 0 0
　紙くず　 2 1 1 0
　木くず 36 4 31 0 0
　繊維くず 0 0 0 0 0
　動植物性残さ 5 5 0
　動物系固形不要物 0 0
　ゴムくず
　金属くず 2 2 0 0 0
　ガラス、陶磁器くず 4 0 1 2 1 0
　鉱さい 0 0
　がれき類 8 0 8 1 0
　ばいじん
　家畜ふん尿
　家畜の死体
　13号廃棄物
　混合物 3 1 2
特別管理産業廃棄物　計 6 4 2 0 0
　引火性廃油 3 3 0
　腐食性廃酸 0 0
　腐食性廃アルカリ 0 0
　感染性廃棄物 0 0
　特定有害鉱さい
　特定有害廃石綿等 0 0
　特定有害ばいじん
　特定有害燃え殻
　特定有害廃油
　特定有害汚泥
　特定有害廃酸
　特定有害廃アルカリ
　13号特定有害廃棄物
　特管廃棄物の混合物 2 0 2 0 0  

 
表 1-5-6 県外からの搬入量（直接最終処分目的） 

（単位：千t／年）

合計 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国四国 九州沖縄
総計 153 8 130 15 0
産業廃棄物　計 152 8 129 15 0
　燃え殻 18 2 13 4
　汚泥 35 1 25 8
　廃油
　廃酸
　廃アルカリ
　廃プラスチック類 39 2 35 2 0
　紙くず　 0 0
　木くず 0 0 0 0
　繊維くず
　動植物性残さ
　動物系固形不要物
　ゴムくず
　金属くず 2 0 2 0
　ガラス、陶磁器くず 11 1 9 0
　鉱さい 4 0 4 0
　がれき類 5 0 4 0
　ばいじん 5 1 3 0
　家畜ふん尿
　家畜の死体
　13号廃棄物 32 32
　混合物
特別管理産業廃棄物　計 1 0 1
　引火性廃油
　腐食性廃酸
　腐食性廃アルカリ
　感染性廃棄物
　特定有害鉱さい
　特定有害廃石綿等 1 0 1
　特定有害ばいじん
　特定有害燃え殻
　特定有害廃油
　特定有害汚泥
　特定有害廃酸
　特定有害廃アルカリ
　13号特定有害廃棄物
　特管廃棄物の混合物  

注 1）宮城県知事及び仙台市長の許可に係る処分業者の実績を示す。 

注 1）宮城県知事及び仙台市長の許可に係る処分業者の実績を示す。 
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第 6章 将来予測                               

 
第１節 排出量の将来予測 
将来予測は、産業廃棄物の発生を説明できる経済指標をとらえ、その変化を活動量指標に

置き換え、現状の排出原単位に将来活動量指標を乗じて求めた。 
 

業種 将来予測の方法 

農業 過去からの排出量を一次回帰式を用いて予測した。 

建設業 過去からの元請完成工事高を一次回帰式を用いて予測し、将来の活動量指標とし

た。 

製造業 
製造業を基礎素材型産業、加工組立型産業、生活関連・その他型産業の 3 つの型

に分類し、型別に過去からの製造品出荷額を一次回帰式を用いて予測し、将来の

活動量指標とした。 

電気・水道業 下水道業は、「甦る水環境 みやぎ」より整備人口推移の見込みの伸び率を用いた。

下水道業以外は、現状のまま推移するとした。 

その他の業種 業種別に過去からの従業者数を一次回帰式を用いて予測し、将来の活動量指標と

した。 
 
その結果は、図 1-6-1、図 1-6-2、表 1-6-1、表 1-6-2 に示すとおりである。 

5,749 5,539 5,760 5,922 6,085

2,099 2,001 2,104 2,107 2,109

1,753
1,492 1,422 1,422 1,421

1,632
1,475 1,489 1,540 1,591
665 593 474 354780

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成15年度 平成19年度 平成22年度 平成27年度 平成32年度

（単位：千t）

その他

電気・水道業

建設業

農業

製造業

12,013
11,172 11,368 11,465 11,560

 

図 1-6-1 業種別の将来予測排出量 
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7,459 7,030 7,165 7,237 7,310

2,097
1,998 2,101 2,104 2,106

1,460
1,260 1,204 1,203 1,203

862

812 823 844 862
79777572

135

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成15年度 平成19年度 平成22年度 平成27年度 平成32年度

（単位：千t）

その他

ばいじん

がれき類

家畜ふん尿

汚泥

12,013
11,172 11,368 11,465 11,560

 

図 1-6-2 種類別の将来予測排出量 
 

表 1-6-1 業種別の将来予測排出量 

（単位：千t／年）

平成9年度 平成15年度平成19年度平成22年度平成27年度平成32年度
計 10,883 12,013 11,172 11,368 11,465 11,560

製造業 5,545 5,749 5,539 5,760 5,922 6,085
農業 2,328 2,099 2,001 2,104 2,107 2,109
建設業 1,196 1,753 1,492 1,422 1,422 1,421
電気・水道業 1,458 1,632 1,475 1,489 1,540 1,591
その他 356 780 665 593 474 354

実績 予測

 

 
表 1-6-2 種類別の将来予測排出量 

（単位：千t／年）

平成9年度 平成15年度平成19年度平成22年度平成27年度平成32年度
計 10,883 12,013 11,172 11,368 11,465 11,560

汚泥 6,843 7,459 7,030 7,165 7,237 7,310
家畜ふん尿 2,325 2,097 1,998 2,101 2,104 2,106
がれき類 1,023 1,460 1,260 1,204 1,203 1,203
ばいじん 171 135 72 75 77 79
その他 521 862 812 823 844 862

実績 予測
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第２節 処理量の将来予測 
将来の処理量を算出した結果は、図 1-6-3、表 1-6-3 に示すとおりである。 
再生利用量についてみると、ゆるやかに増加傾向を示すと考えられる。平成 16 年 3 月に

策定された「みやぎバイオマス利活用マスタープラン」において、下水汚泥、木くず、動植

物性残さ等の利活用率が上がるとの計画をしていること、及び、原料価格高騰の影響やリサ

イクル技術の開発が進むことにより、再生利用量の増加が見込まれるためである。 
減量化量についてみると、ゆるやかに減少すると予想されるが、これは減量化量に大きく

寄与する製造汚泥、下水汚泥の減量化のための処理体系が現状と同様であると仮定した場合、

減量化率の増加の見込みがないこと、また、ごみの分別化が進み焼却処理等が減少すること

による。 
最終処分量についてみると、ほぼ横ばいで、今後も排出量に対する最終処分量の割合は 2％

のまま推移すると予想される。 
 

3,631

3,344

3,524

3,668

8,066

7,615

7,579

7,5273,814

7,628

211

215

217

218

306

10

2

1

1

1

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

平成15年度
（実績）

平成19年度
（実績）

平成22年度
（予測）

平成27年度
（予測）

平成32年度
（予測）

（単位：千t）

再生利用量 減量化量 最終処分量 その他量

12,013

30% 67%

3%

0%

30% 68% 0%
2%

32%

33%

67%

66%

2%
0%

2%
0%

2%
0%

31%

11,172

11,368

11,465

11,560

65%

 
図 1-6-3 処理量の将来見込み 

 
 

表 1-6-3 処理量の将来見込み 

（単位：千t／年）

12,013 （100％） 11,172 （100％） 11,368 （100％） 11,465 （100％） 11,560 （100％）
再生利用量 3,631 （30％） 3,344 （30％） 3,524 （31％） 3,668 （32％） 3,814 （33％）
減量化量 8,066 （67％） 7,615 （68％） 7,628 （67％） 7,579 （66％） 7,527 （65％）
最終処分量 306 （3％） 211 （2％） 215 （2％） 217 （2％） 218 （2％）
その他量 10 （0％） 2 （0％） 1 （0％） 1 （0％） 1 （0％）

排出量

実績 予測
平成15年度 平成19年度 平成22年度 平成27年度 平成32年度
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第 7章 廃棄物に係る意識                           
 
第１節 廃棄物に係る意識 
１）グリーン購入について 

 
「特にグリーン購入は推進していない」が 54.3％で最も多く、「事業所内全体でグリーン

購入を推進している」「事業所内の一部（事務所等）でグリーン購入を推進している」が 40.6％
となっており、約４割の事業所がグリーン購入を推進している。 
 

表 1-7-1 グリーン購入の推進 

１．事業所内全体でグリーン購入を推進している 878 (20.6%)
２．事業所内の一部（事務所等）でグリーン購入を推進している 850 (20.0%)
３．特にグリーン購入は推進していない 2,312 (54.3%)
無回答 220 (5.2%)

合計 4,260 (100.0%)

回答事業所数

 
 
製造業の事業所のうち、「特に意識していない」が 50.7％で最も多く、「環境ラベル等の特

定調達品を製造している」「環境ラベル等の特定調達品ではないが環境負荷の低減を考慮した

製品を設計・製造している」が 35.4％となっており、約 4 割の事業所が環境負荷の低減を考

慮した製品を設計・製造している。 

国では、製品やサービスを購入する際に、環境や必要性を考慮して環境への負荷ができるだけ少

ないものを選んだり、企業に環境負荷の少ない製品の開発を促すことを目的としてグリーン購入

法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）を平成 13 年４月に施行しました。 
貴事業所における環境負荷の少ない製品（環境ラベル等の特定調達品）の利用・製造状況につい

て以下の項目の該当する記号に○を付けてください。 
 
＜a 利用（購入）に関して＞ 
１．事業所内全体でグリーン購入を推進している 
２．事業所内の一部（事務所等）でグリーン購入を推進している 
３．特にグリーン購入は推進していない 
 
＜b 製造に関して＞ 
１．環境ラベル等の特定調達品を製造している 
２．環境ラベル等の特定調達品ではないが環境負荷の低減を考慮した製品を設計・製造している

３．特に意識していない 
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表 1-7-2 環境ラベル等の特定調達品の製造（製造業のみ） 

１．環境ラベル等の特定調達品を製造している 64 (4.8%)

２．環境ラベル等の特定調達品ではないが環境負荷の低減を考慮し
　　た製品を設計・製造している

408 (30.6%)

３．特に意識していない 676 (50.7%)
無回答 186 (13.9%)

合計 1,334 (100.0%)

回答事業所数

 
 
２）環境報告書について 
環境報告書とは、事業活動における環境配慮の方針、目標、取組内容・実績及びそのための組織

体制・システム等、自らの事業活動に伴う環境負荷の状況及び事業活動における環境配慮の取組

状況を、総合的・体系的に取りまとめ、これを広く社会に対して定期的に公表・報告するものを

いいます。 
環境報告書を知っていますか。また、貴事業所では環境報告書を作成していますか。知っている

場合は１～４から該当する項目に○を付けてください。知らなかった場合は「５」に○を付けて

ください。 
 
１．事業所で作成し、公表している 
２．事業所で作成しているが公表していない 
３．事業所では作成していないが、本社（本店）等で作成している 
４．知っているが、作成はしていない 
５．知らなかった 

 
環境報告書について「知らなかった」と回答した事業所が 46.3％と最も多く、次いで、「知

っているが、作成はしていない」が 30.0％となっている。環境報告書を作成している事業所

は 1 割未満となっている。 
 

表 1-7-3 環境報告書について 

１．事業所で作成し、公表している 170 (4.0%)
２．事業所で作成しているが公表していない 149 (3.5%)
３．事業所では作成していないが、本社（本店）等で作成している 470 (11.0%)
４．知っているが、作成はしていない 1,277 (30.0%)
５．知らなかった 1,973 (46.3%)
無回答 221 (5.2%)

合計 4,260 (100.0%)

回答事業所数
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３）環境会計について 
環境会計とは、環境活動に対してどれだけの費用・資源を投入し、それによってどれだけの効果

を生んだかを測るための手法であり、環境会計で集計されたデータは、経営管理に利用されるだ

けではなく、企業の信頼性を高める目的で外部に公表するものです。 
環境会計を知っていますか。また、貴事業所では環境会計を作成していますか。知っている場合

は１～３から該当する項目に○を付けてください。知らなかった場合は「４」に○を付けてくだ

さい。 
 
１．事業所で作成している 
２．事業所では作成していないが、本社（本店）等で作成している 
３．知っているが、作成はしていない 
４．知らなかった 

 
環境会計について「知らなかった」と回答した事業所が 58.0％と最も多く、次いで、「知

っているが、作成はしていない」が 26.7％となっている。環境会計を作成しているのは 1 割

未満となっている。 
表 1-7-4 環境会計について 

１．事業所で作成している 90 (2.1%)
２．事業所では作成していないが、本社（本店）等で作成している 319 (7.5%)
３．知っているが、作成はしていない 1,137 (26.7%)
４．知らなかった 2,472 (58.0%)
無回答 242 (5.7%)

合計 4,260 (100.0%)

回答事業所数

 
 
４）産業廃棄物税について 
宮城県では、平成 17 年 4 月 1 日に、産業廃棄物の発生の抑制とリサイクルの推進を経済的に支

援し「循環型社会」の形成を図っていくため、産業廃棄物税を導入しています。 
産業廃棄物税を活用し、県はどのような取組を実施していくべきと考えますか。以下の項目で該

当する番号を回答欄に記入してください。（複数回答可） 
 
１．事業者が産業廃棄物の３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）を進めるための支援（補助金、

研究開発等） 
２．環境・リサイクル関連業への育成・振興 
３．事業者や県民に対する普及啓発・環境教育 
４．不法投棄防止対策の強化 
５．不法に埋立等投棄された廃棄物の処理 
６．その他（具体的に記入してください） 
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産業廃棄物税の活用・取組について「事業者が産業廃棄物の３Ｒ（発生抑制、再使用、再

生利用）を進めるための支援（補助金、研究開発等）」と回答した事業所が 24.7％と最も多

く、次いで、「不法投棄防止対策の強化」が 21.8％となっている。 
 

表 1-7-5 産業廃棄物税について 

１．事業者が産業廃棄物の３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）を
　　進めるための支援（補助金，研究開発等）

3,041 (71.4%)

２．環境・リサイクル関連業への育成・振興 2,370 (55.6%)

３．事業者や県民に対する普及啓発・環境教育 2,376 (55.8%)

４．不法投棄防止対策の強化 2,689 (63.1%)

５．不法に埋立等投棄された廃棄物の処理 1,407 (33.0%)

６．その他 101 (2.4%)

無回答 328 (7.7%)

n=4,260

選択数（複数回答）
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 65

第 1章 一般廃棄物に関する調査の内容                     

 
１）調査対象地域 

調査対象区域は県全域とし、本調査においては「ごみ処理広域化計画」に示されているブ

ロックの構成市町村により整理した（表 2-1-1 参照）。 
 

表 2-1-1 調査対象ブロックの区分 
ブロック名 構成市町村 

仙南ブロック 
白石市、角田市、蔵王町、七ヶ宿町、大河原町、村田町、柴田町、

川崎町、丸森町 
名取・亘理ブロック 名取市、岩沼市、亘理町、山元町 
仙台・富谷ブロック 仙台市、富谷町 

宮城・黒川ブロック 
塩竃市、多賀城市、松島町、七ヶ浜町、利府町、大和町、大郷町、

大衡村 

大崎・栗原ブロック 大崎市、栗原市、色麻町、加美町、涌谷町、美里町 

石巻ブロック 石巻市、東松島市、女川町 
気仙沼・登米ブロック 気仙沼市、登米市、本吉町、南三陸町 

 
 
２）震災廃棄物について 

平成 19 年度においては、震災による廃棄物（以下、「震災廃棄物」と記す）は排出されな

かった。 
平成 15 年度においては、一部の市町村において震災による震災廃棄物を処理しているが、

経年の推移をみるため、震災廃棄物を除いた廃棄物のデータとした。 
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第 2章 調査結果の概要                            

 
１）排出及び処理・処分の概要 

平成 19 年度における一般廃棄物（ごみ）の排出量は 864 千トンとなっている。 
排出量 864 千トンのうち、98％に当たる 849 千トンが焼却、破砕、選別等の中間処理が行

われており、この中間処理により 647 千トン（75％）が減量している。再生利用量は、排出

量の 12％に当たる 103 千トンとなっている。また、集団回収量 51 千トンと再生利用量 103
千トンを合わせた資源化量は 154 千トンとなっており、発生量に対する資源化率は 16.8％と

なっている。 
直接最終処分量（9 千トン）と中間処理後の最終処分量（105 千トン）を合わせた最終処

分量は 114 千トンで、排出量の 13％となっている。 
過去からの推移をみると、中間処理による減量が増加しており、最終処分量は減少となっ

ている。 
 

表 2-2-1 一般廃棄物（ごみ）の排出・処理の概要 
（単位：千t／年）

排出量 906 （100％） 957 （100％） 969 （100％） 959 （100％） 915 （100％） 864 （100％）
再生利用量 100 （11％） 115 （12％） 119 （12％） 134 （14％） 126 （14％） 103 （12％）
中間処理による減量 653 （72％） 693 （72％） 705 （73％） 681 （71％） 668 （73％） 647 （75％）
自家処理量 1 （0％） 0 （0％） 0 （0％） 0 （0％） 0 （0％） 0 （0％）
最終処分量 152 （17％） 149 （16％） 145 （15％） 144 （15％） 121 （13％） 114 （13％）

発生量（排出量＋集団回収量） 957 <100％> 1,007 <100％> 1,022 <100％> 1,010 <100％> 966 <100％> 915 <100％>
集団回収量 51 <5％> 50 <5％> 53 <5％> 51 <5％> 51 <5％> 51 <6％>

資源化量（再生利用量＋
集団回収量）

151 <16％> 165 <16％> 172 <17％> 185 <18％> 177 <18％> 154 <17％>

平成19年度平成9年度 平成11年度 平成13年度 平成15年度 平成17年度

 
 
 

発生量 集団回収量 資源化量
915 51 154
＜1,010＞ ＜51＞ ＜185＞

直接再生利用量 再生利用量
6 103

排出量 （1％） （12％）
864 ＜1＞ ＜134＞

（100％） 処理後再生利用量

＜959＞ 処理残渣量 97
中間処理量 202 （11％）

849 （23％） ＜133＞
（98％） ＜256＞ 処理後最終処分量

＜937＞ 減量化量 105
647 （12％）

自家処理量：0 （75％） ＜123＞
＜0＞ ＜681＞

直接最終処分量 最終処分量
9 114

＜＞内は平成15年度値 （1％） （13％）
＜21＞ ＜144＞

（単位：千t／年）  
図 2-2-1 一般廃棄物（ごみ）の排出・処理の概要 
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排出量
864千t／年

可燃ごみ
669

77.4%

自家処理量
0

0.0%

混合ごみ
0

0.0%

不燃ごみ
13

1.5%

粗大ごみ
12

1.4%

その他
2

0.2%

直接搬入ごみ
69

8.0%

資源ごみ
99

11.5%

２）ごみ排出量と排出量原単位 

平成 19 年度における一般廃棄物（ごみ）の排出量は 864 千トンで、県民１人１日あたり

の発生量（以下、「排出量原単位」という。）は 1,007 グラム（全国値 1,052 グラム、平成 18
年度値）となっている。 
ここ数年間の総排出量及び排出量原単位をみると、平成 15 年以降は減少傾向となってい

る。 

944 957 1,008 969 942 959 951 915 901 864
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図 2-2-2 一般廃棄物（ごみ）排出量の推移 
 
 
排出量をごみ収集の内訳でみると、可燃ごみが 77.4％で最も多く、資源ごみが 11.5％、不

燃ごみが 1.5％、粗大ごみが 1.4％となっており、直接搬入ごみは 8.0％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2-3 ごみ排出量の内訳 



 

 68

排出量
864千t／年

大崎・栗原
91

10.5%

石巻
83

9.6%

名取・亘理
57

6.6%

仙南
62

7.2%

気仙沼・登米
56

6.5%

宮城・黒川
90

10.4%

仙台・富谷
425

49.2%

第 3章 地域別の調査結果                           

 
ごみ総排出量を前述の表 2-1-1 に示されているブロック別にみると、仙台・富谷ブロック

が 425 千トン（49.2％）で最も多く、次いで、大崎・栗原ブロックが 91 千トン（10.5％）、

以下、宮城・黒川ブロックが 90 千トン（10.4％）、石巻ブロックが 83 千トン（9.6％）、仙

南ブロックが 62 千トン（7.2％）、名取・亘理ブロックが 57 千トン（6.6％）、気仙沼・登米

ブロックが 56 千トン（6.5％）となっている（図 2-3-1 参照）。 
また、排出量原単位を地域別にみると、県平均より高い地域は仙台・富谷ブロック（1,105g/

人・日）、宮城・黒川ブロック（1,062g/人・日）、石巻ブロック（1,018g/人・日）となって

おり、逆に県平均より低いブロックは、気仙沼・登米ブロック（829g/人・日）、大崎・栗原

ブロック（838g/人・日）、仙南ブロック（887g/人・日）、名取・亘理ブロック（930g/人・日）

となっている。（図 2-3-2 参照）。 
なお、地域別の処理状況は図 2-3-3～図 2-3-9 に示すとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2-3-1 ブロック別の排出量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-3-2 ブロック別の排出量原単位
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発生量 集団回収量 資源化量

63 2 12
＜63＞ ＜2＞ ＜12＞

直接再生利用量 再生利用量
0 10

排出量 （0％） （17％）
61 ＜0＞ ＜10＞

（100％） 処理後再生利用量

＜61＞ 処理残渣量 10
中間処理量 18 （17％）

61 （30％） ＜10＞
（100％） ＜18＞ 処理後最終処分量

＜61＞ 減量化量 8
43 （13％）

自家処理量：0 （70％） ＜8＞
＜0＞ ＜43＞

直接最終処分量 最終処分量
0 8

＜＞内は平成15年度値 （0％） （13％）
＜0＞ ＜8＞

（単位：千t／年）  
図 2-3-3 仙南ブロック別の処理状況 

 
 
 
 

発生量 集団回収量 資源化量
59 2 13

＜57＞ ＜2＞ ＜13＞

直接再生利用量 再生利用量
0 11

排出量 （0％） （20％）
57 ＜0＞ ＜11＞

（100％） 処理後再生利用量

＜55＞ 処理残渣量 11
中間処理量 18 （19％）

57 （32％） ＜11＞
（100％） ＜17＞ 処理後最終処分量

＜55＞ 減量化量 7
39 （12％）

自家処理量：0 （68％） ＜6＞
＜0＞ ＜38＞

直接最終処分量 最終処分量
0 7

＜＞内は平成15年度値 （0％） （12％）
＜0＞ ＜6＞

（単位：千t／年）  
図 2-3-4 名取・亘理ブロック別の処理状況 
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発生量 集団回収量 資源化量

466 41 79
＜504＞ ＜40＞ ＜80＞

直接再生利用量 再生利用量
1 38

排出量 （0％） （9％）
425 ＜0＞ ＜40＞

（100％） 処理後再生利用量

＜464＞ 処理残渣量 37
中間処理量 92 （9％）

420 （22％） ＜40＞
（99％） ＜110＞ 処理後最終処分量

＜460＞ 減量化量 55
328 （13％）

自家処理量：0 （77％） ＜70＞
＜0＞ ＜350＞

直接最終処分量 最終処分量
4 59

＜＞内は平成15年度値 （1％） （14％）
＜4＞ ＜74＞

（単位：千t／年）  
図 2-3-5 仙台・富谷ブロック別の処理状況 

 
 
 
 

発生量 集団回収量 資源化量
92 2 14
＜102＞ ＜2＞ ＜15＞

直接再生利用量 再生利用量
1 12

排出量 （1％） （13％）
90 ＜0＞ ＜13＞

（100％） 処理後再生利用量

＜100＞ 処理残渣量 12
中間処理量 24 （13％）

88 （26％） ＜13＞
（98％） ＜26＞ 処理後最終処分量

＜97＞ 減量化量 12
64 （13％）

自家処理量：0 （72％） ＜13＞
＜0＞ ＜71＞

直接最終処分量 最終処分量
1 13

＜＞内は平成15年度値 （1％） （14％）
＜3＞ ＜16＞

（単位：千t／年）  
図 2-3-6 宮城・黒川ブロック別の処理状況 
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発生量 集団回収量 資源化量

92 1 13
＜103＞ ＜2＞ ＜20＞

直接再生利用量 再生利用量
3 12

排出量 （3％） （13％）
91 ＜0＞ ＜18＞

（100％） 処理後再生利用量

＜101＞ 処理残渣量 9
中間処理量 19 （10％）

88 （21％） ＜18＞
（97％） ＜30＞ 処理後最終処分量

＜100＞ 減量化量 10
69 （11％）

自家処理量：0 （76％） ＜12＞
＜0＞ ＜70＞

直接最終処分量 最終処分量
0 10

＜＞内は平成15年度値 （0％） （11％）
＜1＞ ＜13＞

（単位：千t／年）

図 2-3-7 大崎・栗原ブロック別の処理状況 
 
 
 
 

発生量 集団回収量 資源化量
85 2 14
＜120＞ ＜3＞ ＜34＞

直接再生利用量 再生利用量
0 12

排出量 （0％） （14％）
83 ＜0＞ ＜31＞

（100％） 処理後再生利用量

＜117＞ 処理残渣量 12
中間処理量 18 （14％）

79 （21％） ＜31＞
（95％） ＜38＞ 処理後最終処分量

＜105＞ 減量化量 6
61 （7％）

自家処理量：0 （74％） ＜7＞
＜0＞ ＜67＞

直接最終処分量 最終処分量
4 10

＜＞内は平成15年度値 （5％） （12％）
＜12＞ ＜19＞

（単位：千t／年）  
図 2-3-8 石巻ブロック別の処理状況 
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発生量 集団回収量 資源化量

57 1 8
＜60＞ ＜0＞ ＜9＞

直接再生利用量 再生利用量
1 8

排出量 （2％） （14％）
56 ＜0＞ ＜9＞

（100％） 処理後再生利用量

＜60＞ 処理残渣量 7
中間処理量 14 （12％）

54 （25％） ＜9＞
（96％） ＜17＞ 処理後最終処分量

＜59＞ 減量化量 7
40 （12％）

自家処理量：0 （71％） ＜8＞
＜0＞ ＜42＞

直接最終処分量 最終処分量
1 8

＜＞内は平成15年度値 （2％） （14％）
＜1＞ ＜9＞

（単位：千t／年）  
図 2-3-9 気仙沼・登米ブロック別の処理状況 
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第 4章 処理・処分状況                            

 
第１節 中間処理状況 

一般廃棄物の中間処理の状況をみると図 2-4-1 のとおりである。市町村が処理するために

受け入れを行った計画処理量 864 千トンのうち、86%に当たる 743 千トンが焼却処理されて

いる。 
 

864 （100％）

可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ 粗大ごみ その他
（混合ごみ含む）

直接搬入
ごみ

669 13 99 12 2 69
（77.4％） （1.5％） （11.5％） （1.4％） （0.2％） （8％）

直接埋立 直接焼却
粗大ごみ
処理施設

資源化
施設

ごみ燃料化
施設

その他の
施設

直接資源化

9 701 59 87 0 2 6
（1％） （81.1％） （6.8％） （10.1％） （0.1％） （0.2％） （0.7％）

焼却施設
42

743
（86％）

最終処分場
93 97

資源化

114 （10.8％） 103
（13.2％） 12 （11.9％）

（1.4％） （単位：千t／年）

計画処理量

（4.9％）

（11.2％）

 
図 2-4-1 中間処理状況 

 
ごみ焼却等施設数（廃止を除く）は県全体で 20 施設であり、処理の合計能力は 3,468 ト

ン／日となっている。燃焼方式別にみると全連続式（24 時間運転）が 11 施設、准連続式（16
時間運転）が 6 施設、機械バッチ式（8 時間運転）が 3 施設となっている（表 2-4-1）。 
 

表 2-4-1 ごみ焼却施設の整備状況 

全連続 准連続 機械バッチ 固形燃料化 総計
施設数 11 6 3 0 20
処理能力（t／日） 2,897 481 90 0 3,468  
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第２節 資源化等の状況 

一般廃棄物の資源化量は、市町村で収集され、資源化された量 103 千トンと、集団回収さ

れ資源化された量 51 千トンを合わせた 154 千トンとなっている。 
内訳をみると、紙類が全体の 52.6%で最も多く、以下、ガラス類が 14.9%、金属類が 12.3%、

となっている。 

資源化量

154千t／年

ガラス類

23

14.9%

プラスチック類

17

11.0%

その他

6

3.9%ペットボトル

7

4.6%

布類

1

0.7%

金属類

19

12.3% 紙類

81

52.6%

 
図 2-4-2 資源化量の内訳 

 
第３節 最終処分の状況 

一般廃棄物の最終処分量 114 千トンの内訳をみると、焼却灰が 93 千トン（81.6%）で最

も多く、以下、粗大ごみ処理施設や資源化等を行う施設からの処理残さ物の埋立量が 12 千

トン（10.5%）、直接埋立量が 9 千トン（7.9%）となっている。 

最終処分量

114千t／年

焼却残渣

93

81.6%

焼却以外の

残渣

12

10.5%

直接埋立

9

7.9%

 
図 2-4-3 最終処分量の内訳 
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第 5章 し尿及び浄化槽汚泥の処理状況                     

 
本県では平成 19 年度実績において、総人口 235 万人のうち 82％が水洗化されており、そ

のうち、下水道人口が 69.2％の 162 万人、浄化槽人口が 12.5％の 29 万人、コミュニティプ

ラント人口が 0.3％の 0.6 万人となっている（表 2-5-1 参照）。 
収集されたし尿や浄化槽汚泥について、平成 19 年度では、ほぼ 100％がし尿処理施設に

おいて処理されている。 
し尿処理施設数（廃止を除く）は県全体で 20 施設である。処理の合計能力は 1,996kl/日

となっており、各施設では富栄養化防止のために窒素、リンの高度処理が行われている。 
 

表 2-5-1 水洗化人口等の内訳 

  単位：人

計画収集人口 413,403 （17.6％）

自家処理人口 9,640 （0.4％）

小計 423,043 （18％）

下水道人口 1,622,430 （69.2％）

コミュニティプラント人口 6,309 （0.3％）

浄化槽人口 293,295 （12.5％）

小計 1,922,034 （82％）

2,345,077 （100％）

非
水
洗
化

水
洗
化

総計  

 
 

表 2-5-2 し尿及び浄化槽汚泥の処理状況 

単位：kl／年

汲み取りし尿 浄化槽汚泥 合計

し尿処理施設 342,069 193,012 535,081

ごみ堆肥化施設 0 0 0

メタン化施設 0 0 0

下水道投入 0 0 0

農地還元 53 0 53

その他 0 0 0

小計 342,122 193,012 535,134

8,412 0 8,412

350,534 193,012 543,546

処理量

計
画
処
理
量

自家処理量

合計  
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第 6章 将来予測                               

 
１）排出量の将来予測結果 

一般廃棄物の総排出量の将来予測は、家庭系と事業系に分けて予測し合算した。家庭系は、

本県の各市町村に、平成 32 年度までの人口の予測値と過去からの排出量原単位のトレンド

から行った。事業系は、過去からの排出量のトレンドから行った。なお、人口の予測は、国

立社会保障・人口問題研究所調べを基に、公表されている年度（平成 22 年、平成 27 年、平

成 32 年）間を直線で補完した数値を用いた。 
その結果、ごみの排出量は平成 22 年度で 870 千トン、平成 27 年度で 812 千トン、平成

32 年度で 750 千トンとなっている。 
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排
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年
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実績値 予測値

 
 

図 2-6-1 排出量の将来予測結果 
 



 

 77

２）処理量の将来予測結果 

将来の処理量の将来予測は、ここ数年間の処理の実績量を考慮し、過去からのリサイクル

率の増加傾向から、将来においてもリサイクル率が上昇するものと仮定し、予測を行った。 
将来のごみ排出量を基とし、平成 32 年度までの処理量を予測すると図 2-6-2、表 2-6-1 の

とおりである。 
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図 2-6-2 処理量の将来予測結果 

 
 
 

表 2-6-1 排出量原単位と処理率の将来予測結果 
（排出量原単位：g／人・日）

平成19年 平成22年 平成27年 平成32年
排出量原単位 1,007 1,021 968 921
リサイクル率 17% 19% 20% 21%
再生利用率 12% 14% 14% 15%
最終処分率 13% 12% 10% 8%  
※ リサイクル率は、集団回収率を含めた率（資源化量÷発生量） 
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第 7章 全国値及び周辺県との比較                       

 
本県における一般廃棄物の排出・処理状況と周辺県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、

山形県、福島県、以下、「東北地方」という）、全国値との比較、検討を行った結果は、以下

のとおりである。 

 
１）ごみ排出量原単位 

本県のごみ排出量原単位について、東北地方及び全国値と比較すると、図 2-7-1 のとおり

である。 
本県のごみ排出量原単位は、平成 19 年度で生活系が 692 グラム、事業系が 315 グラムと

なっており、平成 18 年度の東北地方と比較して生活系は同じであり、事業系は 17 グラム少

ない。 
また、平成 18 年度の全国値と比較して生活系は 19 グラム少なく、事業系は 26 グラム少

なくなっている。 
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※東北地方には、本県を含む 
※自家処理量は事業系のゴミに含む 
 

図 2-7-1 ごみ排出量原単位の東北地方及び全国値と比較 
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２）ごみ処理状況 

本県のごみ処理量について、東北地方及び全国値と比較すると、図 2-7-2 のとおりである。 
本県の再生利用率は、平成 19 年度で 12％となっており、平成 18 年度の東北地方と比較

して 1 ポイント低く、全国と比較し 3 ポイント低い結果となっている。 
また、本県の減量化率は、平成 19 年度で 75％となっており、平成 18 年度の東北地方と

比較して 2 ポイント高く、全国と比較し 4 ポイント高い結果となっている。 
更に、本県の最終処分率は、平成 19 年度で 13％となっており、平成 18 年度の東北地方

と同率で、全国と比較し 1 ポイント低い結果となっている。 
本県のごみ処理量からみた特徴として、再生利用率、最終処分率は平成 18 年度の全国値

及び東北地方と比較して、やや低い傾向にある。 
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図 2-7-2 ごみ処理状況の東北地方及び全国値と比較 
 



 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 3 編 物質フロー 
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第 1章 物質フローの算出方法                         

 
１）物質フロー概略 

資源・製品等の生産統計（重量）と県産業連関表（金額）を用いて、資源・製品の「ア：

県内生産量」、「イ：移輸出量」、「ウ：移輸入量」、「エ：県内需要量」、「オ：需要合計量」を

算出した。 
 

 ア：県内生産量 
  イ：移輸出量 

ウ：移輸入量   
エ：県内需要量（＝ア－イ＋ウ）  

オ：需要合計量（＝ア＋ウ＝イ＋エ） 
図 3-1-1 県産業連関表の構造に基づく生産量等の関係 

 
●上記算出データのうち、県内経済への投入という観点から、A 資源の移輸入、B 資源の県

内生産、C 製品の移輸入を天然資源等投入量としてカウントした。また、資源・製品の生

産統計に表れない県内資源として、D バイオマス資源（稲わら・もみ殻・間伐材等の発生

量）をカウントした。更に、産業廃棄物のうち県外から県内に搬入処理されている廃棄物

量として、Ｅ移入廃棄物量をカウントした。 
●物質フローの消費・廃棄側は、国の物質フロー枠組みに準拠し、①蓄積純増、②エネルギ

ー消費、③食料消費、④移輸出、⑤廃棄物等の発生の 5 分類に区分した。 
●②・③は、資源・製品の県内需要量から該当数量をカウント、④は資源・製品の移輸出量

を使用、⑤は廃棄物データを使用し、①蓄積純増＝総物質投入量－（②＋③＋④＋⑤）に

より算出した。 

図 3-1-2 物質フローの算出の概略 
 
 

Ａ：移輸入資源 ①蓄積純増

Ｃ：移輸入製品 ②ｴﾈﾙｷﾞｰ消費

Ｂ：県内資源生産 ③食料消費

④移輸出

移入廃棄
物

最終処分

循環利用 減量化

自然還元

循環利用

⑤廃棄物等

天然
資源
等投
入量 総物質

投入量

移輸入資
源・製品

県内資源
Ｄ：バイオマス資源

稲わら、もみ
殻、間伐材

県外からの搬入さ
れた廃棄物量
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２）天然資源等投入量算出方法 

(1)生産量 

下記①～⑥の優先順位で使用データを決定した。 
①農林水産省・経済産業省・国土交通省が実施する指定統計及び届出統計に記載されてい

る県別データの当該年度数値を使用した。 
②指定統計・届出統計以外の統計資料で県別データが得られる場合は、その当該年度数値

を使用した。 
③県別生産統計データが得られない場合は、全国生産統計の当該年度数値を、県別の生産

額・出荷額等で按分して生産量を算出した。 
④県別消費データが得られる場合は、県別消費量＝県内需要量と仮定し、その当該年度数

値と県産業連関表を用いて図１の関係より県別生産量を算出した。 
⑤統計データが得られない場合は、個別調査により補足した。 
⑥①～⑤の数値のうち、物質フロー作成年度の数値が公表されていない場合は、直近年度

の数値を用いた。 
 

(2)移輸出量・移輸入量 

下記①～⑤の優先順位で使用データを決定した。 
①生産統計データに付随して、県外出荷量・他県からの入荷量等の実数値が得られる場合

は、その当該年度数値を使用した。 
②県内生産量が得られたものは、その当該年度数値と県産業連関表を用いて図 3-1-1 の関

係より移輸出量・移輸入量を算出した。 
③県別消費量が得られたものは、県別消費量＝県内需要量と仮定し、その当該年度数値と

県産業連関表を用いて図 3-1-1 の関係より移輸出量・移輸入量を算出した。 
④統計データが得られない場合は、個別調査により補足。 
⑤①～④の数値のうち、物質フロー作成年度の数値が公表されていない場合は、直近年度

の数値を用いた。 
 
(3)県内需要量 

下記①～③の優先順位で使用データを決定した。 
①県別消費量が得られたものは、その当該年度数値を使用した。 
②(1)(2)の手順で得られた県内生産量・移輸出量・移輸入量と県産業連関表を用いて図 3-1-1

の関係より算出した。 
③①～②の数値のうち、物質フロー作成年度の数値が公表されていない場合は、直近年度

の数値を用いた。 
 
(4)需要合計量 

(1)(2)の手順で得られた県内生産量・移輸出量・移輸入量と県産業連関表を用いて図 3-1-1
の関係より算出した。なお産業連関表は産業連関表統合中分類（106 分類）表を使用した。 
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 算出した結果は、表 3-1-1～表 3-1-3 のとおりである。 
 

表 3-1-1 天然資源等投入量の算出結果（平成 19 年度） 

資源投入量 （単位：千t）

区分
ア

県内生産量
イ

移輸出量
ウ

移輸入量
エ

県内需要量
オ

需要合計量
バイオマス系資源計 1,909 611 809 2,107 2,717
　農業一次生産物 1,102 340 480 1,242 1,582
　林業一次生産物 410 154 118 374 528
　水産業一次生産物 397 117 210 490 607
非金属鉱物系資源計 4,851 80 1,513 6,283 6,364
　砕石 4,041 67 1,260 5,234 5,301
　砂利 810 13 253 1,049 1,062
化石資源計 － 0 10,355 10,355 10,355
　産業用原燃料 － 0 10,355 10,355 10,355

資源計 6,760 691 12,676 18,745 19,436

製品投入量 （単位：千t）

区分
ア

県内生産量
イ

移輸出量
ウ

移輸入量
エ

県内需要量
オ

需要合計量
バイオマス系資源計 4,324 2,392 1,263 3,196 5,588
　食料品（飲料除く） 994 722 490 763 1,485
　飼料・有機質肥料 1,546 818 149 877 1,695
　紙・印刷物 1,784 852 624 1,555 2,408
非金属鉱物系資源計 5,047 328 939 5,659 5,987
　ガラス製品 13 10 3 6 16
　セメント・コンクリート製品 3,587 318 936 4,206 4,524
　アスファルト合材 1,447 － － 1,447 1,447
金属系製品計 1,890 800 823 1,914 2,713
　鉄 1,855 785 786 1,855 2,640
　非鉄 35 14 38 59 73
化石資源系製品計 4,332 2,442 2,194 4,084 6,526
　石油製品 4,247 2,415 2,138 3,971 6,385
　プラスチック・ゴム 82 27 50 106 132
　衣服等 3 1 6 8 9

製品計 15,594 5,961 5,220 14,853 20,814

③

②

④

④ AB

C
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表 3-1-2 天然資源等投入量の算出結果（平成 15 年度） 

資源投入量 （単位：千t）

区分
ア

県内生産量
イ

移輸出量
ウ

移輸入量
エ

県内需要量
オ

需要合計量
バイオマス系資源計 1,478 392 1,691 2,777 3,169
　農業一次生産物 815 145 186 856 1,001
　林業一次生産物 259 39 1,134 1,354 1,393
　水産業一次生産物 404 208 371 567 775
非金属鉱物系資源計 9,038 346 2,108 10,800 11,146
　砕石 7,773 127 984 8,630 8,757
　砂利 1,265 219 1,124 2,170 2,389
化石資源計 － 126 9,626 9,500 9,626
　産業用原燃料 － 126 9,626 9,500 9,626

資源計 10,516 864 13,425 23,077 23,941

製品投入量 （単位：千t）

区分
ア

県内生産量
イ

移輸出量
ウ

移輸入量
エ

県内需要量
オ

需要合計量
バイオマス系資源計 3,954 3,139 1,413 2,228 5,367
　食料品（飲料除く） 853 513 278 618 1,131
　飼料・有機質肥料 1,479 1,104 345 720 1,824
　紙・印刷物 1,622 1,522 790 890 2,412
非金属鉱物系資源計 5,476 97 120 5,499 5,596
　ガラス製品 68 60 26 34 94
　セメント・コンクリート製品 3,665 37 94 3,722 3,759
　アスファルト合材 1,743 － － 1,743 1,743
金属系製品計 956 695 602 863 1,558
　鉄 912 666 575 821 1,487
　非鉄 44 29 27 42 71
化石資源系製品計 3,468 2,318 3,168 4,318 6,636
　石油製品 3,397 2,265 3,100 4,232 6,497
　プラスチック・ゴム 67 49 63 81 130
　衣服等 4 4 5 5 9

製品計 13,854 6,249 5,303 12,908 19,157

③

②

④

④ AB

C
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表 3-1-3 天然資源等投入量の算出結果（平成 12 年度） 

資源投入量 （単位：千t）

区分
ア

県内生産量
イ

移輸出量
ウ

移輸入量
エ

県内需要量
オ

需要合計量
バイオマス系資源計 1,823 479 1,897 3,241 3,720
　農業一次生産物 1,093 228 177 1,042 1,270
　林業一次生産物 305 32 1,330 1,603 1,635
　水産業一次生産物 425 219 390 596 815
非金属鉱物系資源計 10,283 453 2,644 12,474 12,927
　砕石 8,442 135 1,008 9,315 9,450
　砂利 1,841 318 1,636 3,159 3,477
化石資源計 － 1,263 9,546 8,283 9,546
　産業用原燃料 － 1,263 9,546 8,283 9,546

資源計 12,106 2,195 14,087 23,998 26,193

製品投入量 （単位：千t）

区分
ア

県内生産量
イ

移輸出量
ウ

移輸入量
エ

県内需要量
オ

需要合計量
バイオマス系資源計 3,905 3,151 1,391 2,145 5,296
　食料品（飲料除く） 803 518 257 542 1,060
　飼料・有機質肥料 1,469 1,095 343 717 1,812
　紙・印刷物 1,633 1,538 791 886 2,424
非金属鉱物系資源計 6,383 68 149 6,464 6,532
　ガラス製品 14 12 5 7 19
　セメント・コンクリート製品 4,768 56 144 4,856 4,912
　アスファルト合材 1,601 － － 1,601 1,601
金属系製品計 1,094 796 688 986 1,782
　鉄 1,044 762 657 939 1,701
　非鉄 50 34 31 47 81
化石資源系製品計 3,529 2,357 3,226 4,398 6,755
　石油製品 3,458 2,306 3,156 4,308 6,614
　プラスチック・ゴム 65 46 62 81 127
　衣服等 6 5 8 9 14

製品計 14,911 6,372 5,454 13,993 20,365

③

②

④

④ AB

C
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３）廃棄物等の算出方法 

(1)県内発生廃棄物等の発生処理量 

①一般廃棄物 
  一般廃棄物の発生量及び処理量は実績値を用いた。し尿の処分量等については、県資料 

の値を用いた。 
②産業廃棄物 

  産業廃棄物の発生量及び処理量の平成 19 年度、平成 15 年度値は実績値を用いた。平成 
12 年度の発生量及び処理量は、平成 9 年度と平成 15 年度実績量を直線補間した値を用 
いた。 
なお、処理量のうちその他保管量は、減量化量に集計した。 

③稲わら、もみ殻、間伐材等 
  稲わら、もみ殻、間伐材等の発生量及び処理量は、リサイクルエネルギー利用促進基本 

調査（宮城県環境生活部）に記された数量を平成 19 年度値、平成 15 年度値として用い 
た。 
稲わら、もみ殻の平成 12 年度の発生量は、耕地面積（田）を用いて推計した。なお、

間伐材等の平成 12 年度の発生量は、平成 15 年度値を用いた。 
また、処理量の平成 15 年度及び平成 12 年度とも平成 19 年度の発生量に対する各処理

項目の処理率が一定と仮定し推計した。 
 

 上記の方法で整理した廃棄物の発生量及び処理量は、表 3-1-4～表 3-1-6 のとおりである。 
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表 3-1-4  廃棄物等の発生量及び処理量（平成 19 年度） 

  単位：千t
発生量 循環利用量 減量化量 自然還元量 最終処分量

一般廃棄物（ごみ） 915 154 647 114
一般廃棄物（し尿） 544 2 521 21
産業廃棄物 11,404 3,576 7,617 211
稲わら 373 359 14
もみ殻 99 86 13
間伐材等 74 74

計 13,409 4,177 8,812 74 346  

 
表 3-1-5  廃棄物等の発生量及び処理量（平成 15 年度） 

  単位：千t
発生量 循環利用量 減量化量 自然還元量 最終処分量

一般廃棄物（ごみ） 1,192 317 704 171
一般廃棄物（し尿） 609 15 564 30
産業廃棄物 12,172 3,791 8,075 306
稲わら 373 359 14
もみ殻 99 86 13
間伐材等 74 74

計 14,519 4,568 9,370 74 507  

 
表 3-1-6  廃棄物等の発生量及び処理量（平成 12 年度） 

  単位：千t
発生量 循環利用量 減量化量 自然還元量 最終処分量

一般廃棄物（ごみ） 1,058 184 715 159
一般廃棄物（し尿） 643 15 596 31
産業廃棄物 11,648 3,245 7,987 416
稲わら 385 371 14
もみ殻 102 89 14
間伐材等 74 74

計 13,910 3,904 9,326 74 606  
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(2)廃棄物等移出・移入量の算出方法 

廃棄物等の移出・移入量は、産業廃棄物について計上を行った。 
①移出され再生利用された量 

県内で発生した産業廃棄物量のうち県外へ中間処理目的で搬出された循環利用量につい

ては、「委託中間処理量」に対する「委託中間処理後再生利用量」と「委託中間処理後最

終処分量」の割合から算出した。 
②移入された廃棄物量 

県内の産業処理業者の処分実績を基に移入量を算出した。中間処理目的で移入された産

業廃棄物については、県内処理業者の処理状況を考慮し、中間処理による減量化量と再

生利用量に区分した。 
 

表 3-1-7 廃棄物等の移出・移入量 

中間処理量 うち減量化量 最終処分量
平成12年度 264 36 5 6
平成15年度 300 182 24 84
平成19年度 264 150 21 153

移出された
循環利用量

廃棄物の移入量
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４）物質フローの断面数量の算出結果 
 ２）、３）の結果を整理し、物質フローの断面数量を整理すると、図 3-1-3～図 3-1-5 のと

おりである。 
 

A：移輸入資源 12,676 ①蓄積純増 4,448 （単位：千t）

C：移輸入製品 5,220 ②エネルギー消費 3,971

B：県内資源生産 6,760 ③食糧消費 763

D：バイオマス資源 546 ④移輸出 6,652

廃棄物移入 303 ⑤廃棄物等 13,712 最終処分 499 （153）

循環利用 4,042 減量化 8,833 （21）

自然還元 74

4,042 4,306

注：（）内は県外搬入処理廃棄物分

県外への搬出 264

循環利用

総
物
質
投
入
量

29,546

天然
資源
等投
入量

移輸入
資源・製品

17,896

県内資源 7,306

稲わら、
もみ殻、
間伐材

県外から
搬入された
廃棄物量

 

 
図 3-1-3  物質フローの断面数量（平成 19 年度） 

 
 

A：移輸入資源 13,425 ①蓄積純増 7,734 （単位：千t）

C：移輸入製品 5,303 ②エネルギー消費 4,232

B：県内資源生産 10,516 ③食糧消費 618

D：バイオマス資源 546 ④移輸出 7,113

廃棄物移入 266 ⑤廃棄物等 14,785 最終処分 591 （84）

循環利用 4,426 減量化 9,394 （24）

自然還元 74

4,426 4,726

注：（）内は県外搬入処理廃棄物分

県外への搬出 300

循環利用

総
物
質
投
入
量

34,482

天然
資源
等投
入量

移輸入
資源・製品

18,728

県内資源 11,062

稲わら、
もみ殻、
間伐材

県外から
搬入された
廃棄物量

 

 
図 3-1-4  物質フローの断面数量（平成 15 年度） 

 
 

A：移輸入資源 14,087 ①蓄積純増 8,552 （単位：千t）

C：移輸入製品 5,454 ②エネルギー消費 4,308

B：県内資源生産 12,106 ③食糧消費 542

D：バイオマス資源 561 ④移輸出 8,567

廃棄物移入 42 ⑤廃棄物等 13,952 最終処分 612 （6）

循環利用 3,671 減量化 9,331 （5）

自然還元 74

3,671 3,935

注：（）内は県外搬入処理廃棄物分

県外への搬出 264

循環利用

総
物
質
投
入
量

35,921

天然
資源
等投
入量

移輸入
資源・製品

19,541

県内資源 12,667

稲わら、
もみ殻、
間伐材

県外から
搬入された
廃棄物量

 

 
図 3-1-5  物質フローの断面数量（平成 12 年度） 
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第 2章 物質フローの算出結果                         

 
本調査時点においては、物質量等の移輸入・移輸出の算出に用いた宮城県産業連関表の最

新値が平成 12 年度であり、また、資源等データにおいては平成 19 年度が公表されていない

等の理由により算出データの年度を平成 19 年度に統一することが不可能である。 

 そこで、平成 12 年度、平成 15 年度、平成 19 年度の 3 ヵ年分の物質フローの作成を行った。

なお、各年度の物質フローにおいては、使用している基礎データ等が今後、更新されるた

め、物質フロー数値の変更も検討する必要がある。 
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１）物質フロー 

本県における平成 19 年度における物質フローをみると、県内で採取された資源は 730 万

トン、輸入又県外からの移入資源等が 1,790 万トンとなっており、両者を合わせた天然資源

等投入量は 2,520 万トンとなっている。 
廃棄物等の循環利用量 431万トンのうち、県内で循環した 404万トンと天然資源等投入量、

県外からの移入廃棄物量 30 万トンを合わせた総物質投入量は 2,954 万トンとなっており、

このうち廃棄物等の発生が 1,371 万トンとなっている。宮城県における平成 19 年度、平成

15 年度、平成 12 年度の物質フローを算出した結果は、図 3-2-1～図 3-2-3 のとおりである。 

 

図 3-2-1 宮城県の物質フロー（平成 19 年度） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜参考：わが国の物質フロー（平成 16 年度）（百万トン）＞
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図 3-2-2 宮城県の物質フロー（平成 15 年度） 
 

 

図 3-2-3 宮城県の物質フロー（平成 12 年度） 
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２）資源生産性、循環利用率 
 国で策定された循環計画における取組み指標である資源生産性及び循環利用率について、

作成した本県の物質フローから試算すると、以下のとおりである。 
平成 12 年度以降、資源生産性及び循環利用率は、ともに増加傾向を示しており、本県の

平成 15 年度値と全国値を比較すると、両指標とも同水準となっている。 
なお、資源生産性は、産業や人々の生活が、いかにものを有効に利用しているか（より少

ない資源でどれだけ大きな豊かさを生み出しているか）を総合的に表す指標である。 
 

表 3-2-1 本県の資源生産性と循環利用率 

参考（全国値）
平成12年度 平成15年度 平成19年度 平成16年度

資源生産性（①÷②）　万円/t 27 28 34 30
①県内総生産（億円） 88,213 83,037 84,685 5,075,657
②天然資源等投入量（万トン） 3,221 2,979 2,520 169,700

循環利用率（③÷④×100）　% 10 13 14 13
③循環利用量（万トン） 367 443 404 24,700
④総物質投入量（万トン） 3,592 3,448 2,954 194,400

宮城県

 
※：平成 19 年度の本県の県内総生産は、本調査時点においては公表されておらず、平成 18 年度値が最新値 

であることからその数値を用いた。 

 

 

※





 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料編 産業廃棄物の統計表 
 



 


